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　　　　次代の京都を担う人や、世界を舞台に活躍する人づくりの京都へ

1 人づくり

京都力の発揮

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都府は、人口当たりの大学・
短期大学及び学生の数がいず
れも全国１位であり、大学生に
よる様々な活動が地域に活力
やにぎわいをもたらしていま
す。

●留学生数は、東日本大震災の
影響等により全国的には減少
傾向にありますが、京都府で
は増加しており、全国３位（人
口比）となっています。また、
京都企業に就職した留学生数
も増加傾向にあり、こうした人
材が地域社会の様々な営みに
積極的に参画できるようなし
くみの拡充が求められていま
す。

●近年、若者の間に内的志向が
見られ、国際感覚やコミュニ
ケーション能力を身に付ける
ための機会を得にくい状況と
なっています。

●京都府には、大学や世界的な
研究機関が数多く立地してお
り、人口当たりの研究機関数
は全国３位となっています。こ
うした資産を最大限いかした
地域活性化のための取組や、
研究機関間、異分野間の更な
る交流促進の取組が求められ
ています。

○京都全体をキャン
パス化し、大学生
とあらゆる分野の
人々の集いや交流
を促進し、大学生
による自主的・創造
的なイベント等の
実施を支援すると
ともに、留学生の
生活支援や就職支
援を進め、地域活
動やボランティア
への参画を促すな
ど、大学生による
多彩な活動を活発
化させます。

○外国語教育の充
実や国際交流事業
への青少年の参
画促進により、世
界を舞台にグロー
バルに活動する人
材を育成します。

○医療、食糧・バイオ
などの分野で、世
界に貢献する最先
端の学術研究機
関を集積し、研究
開発を推進しま
す。

府内の留学生の数（年間）

京都企業に就職した留学
生の数（累計）

ギャップイヤー活動等に参
加する学生数（累計）

府内大学と府との包括協
定数

京都学生祭典の参加学生
数（年間）

京都学生祭典の地域での
交流活動回数（年間）

社会人入学者数（年度当
初）

京都地域留学生
交流推進協議会
「京都府における
留学生数の状況」

法務省「留学生の
日本企業等への
就職状況につい
て」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（締結実績）

実態把握
（主催者からの聞
き取り）

実態把握
（主催者からの聞
き取り）

実態把握
（大学からの聞き
取り）

基準値の40％増

基準値の40％増

基準値の３倍

基準値の５倍

過去最高水準

基準値の1.5倍

対入学者割合の全国
数値（過去５年間）の
最高水準

基準値は参考表記

7,071人
（平成25年度）

992人
（平成21～25年）

1,374人
（平成25年度まで）

2協定
（平成25年度末）

1,716人
（過去最高値・平成23年度）

505回
（平成25年度）

961人
（平成25年度）

●行政、大学、経済界等が連携し、留学生を対象とした
入学、生活、住居、インターンシップ、就職相談のワン
ストップ支援など「留学生５万人構想」の実現に向け
た取組を進めます。

●留学生が国際交流や語学教育のボランティアとして
地域の活動に参画し、地域住民と交流するしくみづ
くりを支援します。　

●若者を引き付け、優れた人材を育て、新しい文化や
産業を生み出す大学の力が京都の社会・経済の中で
十分に発揮されるように、規制緩和や産学公連携、
大学・地域連携、大学生の活動支援の取組等を推進
し、「大学ユートピア」の建設を進めます。

●進学や就職等次のステップに進む前の隙間時間
（ギャップ）を活用して、学生が地域や社会で活動す
る機会を創出し、人間力の養成と地域活性化を図る
「京都ギャップイヤー事業」を拡充します。

●京都全体をキャンパスに見立て、学生が街中、通り、
辻々で思い思いのパフォーマンスを繰り広げるな
ど、京都ならではの祭りとして定着した京都学生祭
典の内容を更に充実させるとともに、新たに「芸術・
デザイン学生祭典」を開催します。

●多様化・複雑化する地域課題の解決を図るため、大
学ＣＯＣ（地（知）の拠点整備事業）や大学と行政の包
括連携協定等を通じて、学生によるフィールドワーク
の取組等を促進します。

●大学コンソーシアム京都等と連携し、大学の個性や
特色をいかした社会人向けプログラム、公開講座等
の充実により、歴史や文化をはじめとする大学の優
れた研究成果の蓄積を社会に還元する取組を促進
します。

●ＩＣＴの活用等によりキャリアアップや社会貢献、学び
直しなど様々な目的で大学に再入学する社会人の
ニーズに合った、京都らしい多彩な社会人向け大学・
大学院コースの充実を促進します。

●大学ＣＯＣ（地（知）の拠点整備事業）や包括連携協
定等を通じて、社会人向け講座等の開設を促進しま
す。

10,000人
（平成30年度）

1,400人
（平成26～30年）

4,000人
（平成30年度まで）

10協定
（平成30年度末）

1,700人
（平成30年度）

750回
（平成30年度）

1,100人
（平成30年度）

京都で学び、活
動し、京都に就
職する大学生や
留学生、研究者
等が増えること

地域に根ざした
大学の活動が拡
大すること

大学で再教育を
受ける社会人等
が増えること

大学生による多
彩な活動や交流
を活発化させる
こと
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だれもが豊かな人間性をはぐくみ、自分の夢の実現に向かって持てる力を開花させ、社会に進歩と活力をもたら
し、世界に貢献していくことが求められている中にあって、京都府は、次代の京都を担う人や、世界を舞台に活
躍する人づくりの京都の実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都府は、人口当たりの大学・
短期大学及び学生の数がいず
れも全国１位であり、大学生に
よる様々な活動が地域に活力
やにぎわいをもたらしていま
す。

●留学生数は、東日本大震災の
影響等により全国的には減少
傾向にありますが、京都府で
は増加しており、全国３位（人
口比）となっています。また、
京都企業に就職した留学生数
も増加傾向にあり、こうした人
材が地域社会の様々な営みに
積極的に参画できるようなし
くみの拡充が求められていま
す。

●近年、若者の間に内的志向が
見られ、国際感覚やコミュニ
ケーション能力を身に付ける
ための機会を得にくい状況と
なっています。

●京都府には、大学や世界的な
研究機関が数多く立地してお
り、人口当たりの研究機関数
は全国３位となっています。こ
うした資産を最大限いかした
地域活性化のための取組や、
研究機関間、異分野間の更な
る交流促進の取組が求められ
ています。

○京都全体をキャン
パス化し、大学生
とあらゆる分野の
人々の集いや交流
を促進し、大学生
による自主的・創造
的なイベント等の
実施を支援すると
ともに、留学生の
生活支援や就職支
援を進め、地域活
動やボランティア
への参画を促すな
ど、大学生による
多彩な活動を活発
化させます。

○外国語教育の充
実や国際交流事業
への青少年の参
画促進により、世
界を舞台にグロー
バルに活動する人
材を育成します。

○医療、食糧・バイオ
などの分野で、世
界に貢献する最先
端の学術研究機
関を集積し、研究
開発を推進しま
す。

府内の留学生の数（年間）

京都企業に就職した留学
生の数（累計）

ギャップイヤー活動等に参
加する学生数（累計）

府内大学と府との包括協
定数

京都学生祭典の参加学生
数（年間）

京都学生祭典の地域での
交流活動回数（年間）

社会人入学者数（年度当
初）

京都地域留学生
交流推進協議会
「京都府における
留学生数の状況」

法務省「留学生の
日本企業等への
就職状況につい
て」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（締結実績）

実態把握
（主催者からの聞
き取り）

実態把握
（主催者からの聞
き取り）

実態把握
（大学からの聞き
取り）

基準値の40％増

基準値の40％増

基準値の３倍

基準値の５倍

過去最高水準

基準値の1.5倍

対入学者割合の全国
数値（過去５年間）の
最高水準

基準値は参考表記

7,071人
（平成25年度）

992人
（平成21～25年）

1,374人
（平成25年度まで）

2協定
（平成25年度末）

1,716人
（過去最高値・平成23年度）

505回
（平成25年度）

961人
（平成25年度）

●行政、大学、経済界等が連携し、留学生を対象とした
入学、生活、住居、インターンシップ、就職相談のワン
ストップ支援など「留学生５万人構想」の実現に向け
た取組を進めます。

●留学生が国際交流や語学教育のボランティアとして
地域の活動に参画し、地域住民と交流するしくみづ
くりを支援します。　

●若者を引き付け、優れた人材を育て、新しい文化や
産業を生み出す大学の力が京都の社会・経済の中で
十分に発揮されるように、規制緩和や産学公連携、
大学・地域連携、大学生の活動支援の取組等を推進
し、「大学ユートピア」の建設を進めます。

●進学や就職等次のステップに進む前の隙間時間
（ギャップ）を活用して、学生が地域や社会で活動す
る機会を創出し、人間力の養成と地域活性化を図る
「京都ギャップイヤー事業」を拡充します。

●京都全体をキャンパスに見立て、学生が街中、通り、
辻々で思い思いのパフォーマンスを繰り広げるな
ど、京都ならではの祭りとして定着した京都学生祭
典の内容を更に充実させるとともに、新たに「芸術・
デザイン学生祭典」を開催します。

●多様化・複雑化する地域課題の解決を図るため、大
学ＣＯＣ（地（知）の拠点整備事業）や大学と行政の包
括連携協定等を通じて、学生によるフィールドワーク
の取組等を促進します。

●大学コンソーシアム京都等と連携し、大学の個性や
特色をいかした社会人向けプログラム、公開講座等
の充実により、歴史や文化をはじめとする大学の優
れた研究成果の蓄積を社会に還元する取組を促進
します。

●ＩＣＴの活用等によりキャリアアップや社会貢献、学び
直しなど様々な目的で大学に再入学する社会人の
ニーズに合った、京都らしい多彩な社会人向け大学・
大学院コースの充実を促進します。

●大学ＣＯＣ（地（知）の拠点整備事業）や包括連携協
定等を通じて、社会人向け講座等の開設を促進しま
す。

10,000人
（平成30年度）

1,400人
（平成26～30年）

4,000人
（平成30年度まで）

10協定
（平成30年度末）

1,700人
（平成30年度）

750回
（平成30年度）

1,100人
（平成30年度）

京都で学び、活
動し、京都に就
職する大学生や
留学生、研究者
等が増えること

地域に根ざした
大学の活動が拡
大すること

大学で再教育を
受ける社会人等
が増えること

大学生による多
彩な活動や交流
を活発化させる
こと
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都府は、人口当たりの大学・
短期大学及び学生の数がいず
れも全国１位であり、大学生に
よる様々な活動が地域に活力
やにぎわいをもたらしていま
す。

●留学生数は、東日本大震災の
影響等により全国的には減少
傾向にありますが、京都府で
は増加しており、全国３位（人
口比）となっています。また、
京都企業に就職した留学生数
も増加傾向にあり、こうした人
材が地域社会の様々な営みに
積極的に参画できるようなし
くみの拡充が求められていま
す。

●近年、若者の間に内的志向が
見られ、国際感覚やコミュニ
ケーション能力を身に付ける
ための機会を得にくい状況と
なっています。

●京都府には、大学や世界的な
研究機関が数多く立地してお
り、人口当たりの研究機関数
は全国３位となっています。こ
うした資産を最大限いかした
地域活性化のための取組や、
研究機関間、異分野間の更な
る交流促進の取組が求められ
ています。

●まちづくりをはじめ、地域にお
ける様々な住民活動に参画す
る人が増えていますが、少子
化・高齢化・過疎化等の社会情
勢の中で、地域の課題が多様
化しており、より多くの人が協
働・連携して活動することが求
められています。

○京都全体をキャン
パス化し、大学生
とあらゆる分野の
人々の集いや交流
を促進し、大学生
による自主的・創造
的なイベント等の
実施を支援すると
ともに、留学生の
生活支援や就職支
援を進め、地域活
動やボランティア
への参画を促すな
ど、大学生による
多彩な活動を活発
化させます。

○外国語教育の充
実や国際交流事業
への青少年の参
画促進により、世
界を舞台にグロー
バルに活動する人
材を育成します。

○医療、食糧・バイオ
などの分野で、世
界に貢献する最先
端の学術研究機
関を集積し、研究
開発を推進しま
す。

○地域に根ざして活
動する住民等が増
えることを支援し
ます。

海外留学を行った府立高
校の生徒数（累計）

けいはんなオープンイノ
ベーションセンターの共同
研究プロジェクト数（累計）

けいはんなオープンイノ
ベーションセンターの参画
研究者数（累計）

関西文化学術研究都市の
外国人研究者数（年度当
初）

ＮＰＯへの就労をめざした
ＯＪＴ研修、地域づくりに必
要な講座の受講者数（累
計）

実態把握
（学校等からの聞
き取り）

実態把握
（拠点に入居する
大学及び企業等
からの聞き取り）

実態把握
（拠点に入居する
大学及び企業等
からの聞き取り）

実態把握
（拠点に入居する
大学及び企業等
からの聞き取り）

実態把握
（事業実績）

毎年100人留学

毎年度10グループ増

共同研究プロジェクト
数等の集積に応じた
増加

基準値の50人増

毎年10人受講

同センターは平
成26年4月1日
に国から京都府
に譲与

同センターは平
成26年4月1日
に国から京都府
に譲与

平成26年度から
事業実施

100人
（平成24年度まで）

－

－

232人
（平成25年度）

－

●世界にはばたく高校生を育成するため、「国際バカロ
レア認定校」の認定に向けた準備を進めるとともに、
府立高校の生徒が海外で学ぶことができるように海
外の友好提携先等において「府立海外サテライト高
校」の設立に取り組みます。

●外国語活動支援教材の開発や外国人指導助手の効
果的な活用など、小学校の段階から高校までを見通
した英語教育をはじめとする外国語教育の充実を図
ります。

●教養教育共同化施設を拠点とした、府立医科大学、
府立大学、京都工芸繊維大学による教養教育の共同
化、高度化によりグローバル人材を育成します。

●国や市町村、学校、ＮＰＯ等と連携・協働し、青少年の
国際交流事業への参画を促進します。

●「けいはんなオープンイノベーションセンター（ＫＩＣ
Ｋ）」を有効活用し、スマートライフ＆エネルギー等を
テーマに産学公連携による国際的な共同研究開発
を行う「オープンイノベーションセンター構想」を推
進します。

●ＮＰＯ等でのＯＪＴ研修や地域づくりに必要な講座を
開催し、地域づくりに資する実践的知識やスキルを
持った人材を養成し、公共活動を担う人材づくりを
進めます。

７00人
（平成30年度まで）

50プロジェクト
（平成30年度まで）

200人
（平成30年度まで）

282人
（平成30年度）

40人
（平成27～30年度）

世界で活躍でき
る人材が増える
こと

世界的に評価さ
れる研究成果が
上がること

地域課題の解決
や地域づくりに
かかわる人が増
えること

グローバルに活
動する人材を育
成すること

世界に貢献する
最先端の学術研
究・交流を活発
化させること

地域に根ざした
活動が持続でき
るしくみを整え
ること
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都府は、人口当たりの大学・
短期大学及び学生の数がいず
れも全国１位であり、大学生に
よる様々な活動が地域に活力
やにぎわいをもたらしていま
す。

●留学生数は、東日本大震災の
影響等により全国的には減少
傾向にありますが、京都府で
は増加しており、全国３位（人
口比）となっています。また、
京都企業に就職した留学生数
も増加傾向にあり、こうした人
材が地域社会の様々な営みに
積極的に参画できるようなし
くみの拡充が求められていま
す。

●近年、若者の間に内的志向が
見られ、国際感覚やコミュニ
ケーション能力を身に付ける
ための機会を得にくい状況と
なっています。

●京都府には、大学や世界的な
研究機関が数多く立地してお
り、人口当たりの研究機関数
は全国３位となっています。こ
うした資産を最大限いかした
地域活性化のための取組や、
研究機関間、異分野間の更な
る交流促進の取組が求められ
ています。

●まちづくりをはじめ、地域にお
ける様々な住民活動に参画す
る人が増えていますが、少子
化・高齢化・過疎化等の社会情
勢の中で、地域の課題が多様
化しており、より多くの人が協
働・連携して活動することが求
められています。

○京都全体をキャン
パス化し、大学生
とあらゆる分野の
人々の集いや交流
を促進し、大学生
による自主的・創造
的なイベント等の
実施を支援すると
ともに、留学生の
生活支援や就職支
援を進め、地域活
動やボランティア
への参画を促すな
ど、大学生による
多彩な活動を活発
化させます。

○外国語教育の充
実や国際交流事業
への青少年の参
画促進により、世
界を舞台にグロー
バルに活動する人
材を育成します。

○医療、食糧・バイオ
などの分野で、世
界に貢献する最先
端の学術研究機
関を集積し、研究
開発を推進しま
す。

○地域に根ざして活
動する住民等が増
えることを支援し
ます。

海外留学を行った府立高
校の生徒数（累計）

けいはんなオープンイノ
ベーションセンターの共同
研究プロジェクト数（累計）

けいはんなオープンイノ
ベーションセンターの参画
研究者数（累計）

関西文化学術研究都市の
外国人研究者数（年度当
初）

ＮＰＯへの就労をめざした
ＯＪＴ研修、地域づくりに必
要な講座の受講者数（累
計）

実態把握
（学校等からの聞
き取り）

実態把握
（拠点に入居する
大学及び企業等
からの聞き取り）

実態把握
（拠点に入居する
大学及び企業等
からの聞き取り）

実態把握
（拠点に入居する
大学及び企業等
からの聞き取り）

実態把握
（事業実績）

毎年100人留学

毎年度10グループ増

共同研究プロジェクト
数等の集積に応じた
増加

基準値の50人増

毎年10人受講

同センターは平
成26年4月1日
に国から京都府
に譲与

同センターは平
成26年4月1日
に国から京都府
に譲与

平成26年度から
事業実施

100人
（平成24年度まで）

－

－

232人
（平成25年度）

－

●世界にはばたく高校生を育成するため、「国際バカロ
レア認定校」の認定に向けた準備を進めるとともに、
府立高校の生徒が海外で学ぶことができるように海
外の友好提携先等において「府立海外サテライト高
校」の設立に取り組みます。

●外国語活動支援教材の開発や外国人指導助手の効
果的な活用など、小学校の段階から高校までを見通
した英語教育をはじめとする外国語教育の充実を図
ります。

●教養教育共同化施設を拠点とした、府立医科大学、
府立大学、京都工芸繊維大学による教養教育の共同
化、高度化によりグローバル人材を育成します。

●国や市町村、学校、ＮＰＯ等と連携・協働し、青少年の
国際交流事業への参画を促進します。

●「けいはんなオープンイノベーションセンター（ＫＩＣ
Ｋ）」を有効活用し、スマートライフ＆エネルギー等を
テーマに産学公連携による国際的な共同研究開発
を行う「オープンイノベーションセンター構想」を推
進します。

●ＮＰＯ等でのＯＪＴ研修や地域づくりに必要な講座を
開催し、地域づくりに資する実践的知識やスキルを
持った人材を養成し、公共活動を担う人材づくりを
進めます。

７00人
（平成30年度まで）

50プロジェクト
（平成30年度まで）

200人
（平成30年度まで）

282人
（平成30年度）

40人
（平成27～30年度）

世界で活躍でき
る人材が増える
こと

世界的に評価さ
れる研究成果が
上がること

地域課題の解決
や地域づくりに
かかわる人が増
えること

グローバルに活
動する人材を育
成すること

世界に貢献する
最先端の学術研
究・交流を活発
化させること

地域に根ざした
活動が持続でき
るしくみを整え
ること
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　　　　持続可能な人類社会のモデルとして、世界の範となる環境を実現する京都へ

2 環境の「みやこ」

中
期
計
画    

京
都
力
の
発
揮

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●世界全体で、二酸化炭素等の
温室効果ガスが大量に排出さ
れたことにより、気温や海水
温、海面の上昇等が確認され、
地球温暖化が進行していま
す。このため、人類共通の課題
として、各国が温室効果ガス
の削減に取り組むことが求め
られています。

●平成23年の東日本大震災に
よる原子力発電所事故を受
け、我が国のエネルギー政策
の見直しが進められていま
す。京都府においては、省エネ
や再生可能エネルギーの普及
拡大等を通じた「エネルギー
自給・京都」の実現に向け、
オール京都の取組を推進して
います。

●太陽光発電設備や電気自動
車等の普及は進みつつありま
すが、地球環境問題に対応す
る新しい技術・製品・サービス
等の開発・普及には、なお進展
の余地があります。

●多エネルギー・大量生産・大量
消費・大量廃棄型のライフス
タイルからの転換が求められ
ています。

●経済発展とともに増加した廃
棄物の量は、減少傾向にはあ
るものの、近年、その傾向は鈍
化しており、引き続き削減に向
けた取組が必要です。

○原子力に頼らない
京都づくりをめざ
し、府民や企業、地
域、ＮＰＯなど多様
な主体による再生
可能エネルギーの
活用促進等の戦
略的取組を推進す
るなど、安心・安全
のエネルギー自給
社会をつくりま
す。

○府民のライフスタ
イルの省エネ型へ
の転換を促すとと
もに、新しい技術
を活かした省エネ
機器等の普及を進
めます。

○産業廃棄物減量
促進の拠点となる
京都府産業廃棄
物３R支援セン
ターと連携し、リ
ユースやリサイク
ルの資源循環のし
くみを確立し、循
環型社会を形成し
ます。

府内の電力総使用量（年
間）

最大需要に対する再生可
能エネルギー等の割合
（太陽光、風力、小水力、バ
イオマス、コージェネレー
ション等）

太陽光発電設備を導入し
ている戸建住宅数

天然ガスを利用した発電
設備の発電能力

府内温室効果ガス総排出
量（年間）

大規模排出事業者の温室
効果ガス排出削減率

京都版ＣＯ２排出量取引制
度によるクレジット創出量
（累計）

EV（電気自動車）･PHV
（プラグインハイブリッド自
動車）の登録台数

天然ガストラックの登録台
数

「ウッドマイレージＣＯ２」認
証等製品出荷量（年間）

実態把握

実態把握
（企業等からの聞
き取り）

実態把握
（業界団体からの
聞き取り）

実態把握
（業界団体からの
聞き取り）

調査統計等

実態把握
（京都府温暖化対
策条例に基づく
報告）

実態把握

実態把握
（業界団体からの
聞き取り）

実態把握
（登録実績）

実態把握
（事業実績調査）

京都エコ・エネルギー
戦略に同じ

京都エコ・エネルギー
戦略に同じ

地球温暖化対策推進
計画に同じ

京都エコ・エネルギー
戦略に同じ

地球温暖化対策条例
と同じ

地球温暖化対策条例
に基づく推進計画と
同じ

基準値の2.5倍

京都府電気自動車等
普及促進計画と同じ

基準値の２倍

基準値の40％増

数値目標及び基
準値欄の括弧内
の数値は、再生
可能エネルギー
等の発電量（参
考表記）

基準値は参考表記

数値目標及び基
準値欄の括弧内
の数値は、温室
効果ガス排出量
（参考表記）

基準値は参考表記

192億kWh
（平成22年度）

7.9％
（27万kW）
（平成22年度）

2.7万戸
（平成25年度末）

16万kW
（平成22年度末）

1,477万t-CO2
（平成2年度）

－
（412万t-CO2）
（平成21年度）

4,720t-CO2
（平成25年度まで）

1,490台
（平成25年度末）

395台
（平成25年度末）

19,800m3
（平成23～25年度平均）

●関西文化学術研究都市等において、住宅の創エネ・
省エネ・蓄エネ化など環境共生型住環境の整備等を
行い、エネルギー自給型の持続可能なモデル都市を
構築します。

●エネルギー自給型のまちづくりを推進するため、関
西文化学術研究都市における実証実験の成果をい
かし、家庭やビル、工場等におけるエネルギー管理
システム（ＨＥＭＳ、ＢＥＭＳ、ＦＥＭＳ）の導入を支援し
ます。

●府立学校にエコ設備を積極的に導入するとともに、
環境学習の推進や環境保全の取組間の相互交流を
促進するなど、地域に根ざした環境教育の充実を図
ります。

●「再生可能エネルギー普及促進条例」を制定し、わか
りやすい情報提供等により府民全体の理解を得な
がら、太陽光をはじめ、風力、バイオマス、小水力、
コージェネレーション等による発電や熱利用を進め、
再生可能エネルギーの普及を促進します。

●原子力発電所の安全対策に万全を期すよう国に強
く求めるとともに、原子力に依存しない京都をつくり
ます。

●民間企業等と連携して、10万ｋｗ級の発電が可能な
天然ガスを利用した発電所やコージェネレーション
施設の設置を進めます。

●国と連携・協力しながら、メタンハイドレートの開発な
ど日本海における海洋エネルギー資源の開発を積
極的に促進します。

●長期間計画停止中の関西電力宮津火力発電所の運
転再開に取り組みます。

●長期的な視点も踏まえつつ、温室効果ガス排出量の
政府目標を上回る積極的な削減目標を明示した「京
都府地球温暖化対策条例」により、京都府全体で温
室効果ガス排出量削減に取り組みます。

●太陽光発電の導入支援や断熱性能の向上等により
住宅の環境性能を高めるとともに、市町村等と連携
した効果的な普及・啓発により、家庭部門の低炭素化
を進めます。

●省エネアドバイザーの派遣や京都版ＣＯ２排出量取
引制度の推進等により、中小企業者の温暖化対策を
進めます。

●自動車から徒歩、自転車、公共交通機関への転換、充
電器の整備等を通じた電気自動車等の普及及び長
距離貨物運送における天然ガストラックの普及等に
より、運輸部門の低炭素化を推進します。

●間伐等の森林整備を推進し、ＣＯ２吸収源である森林
資源を持続的に育成するとともに、府内産木材を使
用した住宅の建築・購入や、地産地消による輸送に係
るＣＯ２排出量削減等の取組を促進し、地場資源の
活用による消費部門の低炭素化を推進します。

●「ＫＹＯＴＯ地球環境の殿堂」の表彰式と「京都環境
文化学術フォーラム」を一体的に運営し、地球環境
問題に対する府民意識の向上を図ります。

177億kWh
（平成32年度）

20％
（62万kW）
（平成32年度）

10万戸
（平成32年度末）

21万kW
（平成32年度末）

1,107万t-CO2
（平成2年度比25％削減）
（平成32年度）

11.4％
（365万t-CO2）
（平成32年度）

12,000ｔ-CO2
（平成30年度まで）

5,000台
（平成28年度末）

800台
（平成30年度末）

27,700m3
（平成30年度）

省エネ・節電活
動が拡大するこ
と

再生可能エネル
ギーなど多様な
エネルギーが供
給されること

府内のＣＯ２排出
量が減少するこ
と

安心・安全のエ
ネルギー自給社
会をつくること

低炭素・循環型
社会をつくるこ
と
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地球規模での環境問題や、安心・安全なエネルギーの確保などに的確に対応し、それらを経済・社会の新たな成長・
発展の機会に転換していくことが求められている中にあって、京都府は、原子力に依存しない京都、持続可能な
人類社会のモデルとして、世界の範となる環境を実現する京都の実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

中
期
計
画    

京
都
力
の
発
揮

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●世界全体で、二酸化炭素等の
温室効果ガスが大量に排出さ
れたことにより、気温や海水
温、海面の上昇等が確認され、
地球温暖化が進行していま
す。このため、人類共通の課題
として、各国が温室効果ガス
の削減に取り組むことが求め
られています。

●平成23年の東日本大震災に
よる原子力発電所事故を受
け、我が国のエネルギー政策
の見直しが進められていま
す。京都府においては、省エネ
や再生可能エネルギーの普及
拡大等を通じた「エネルギー
自給・京都」の実現に向け、
オール京都の取組を推進して
います。

●太陽光発電設備や電気自動
車等の普及は進みつつありま
すが、地球環境問題に対応す
る新しい技術・製品・サービス
等の開発・普及には、なお進展
の余地があります。

●多エネルギー・大量生産・大量
消費・大量廃棄型のライフス
タイルからの転換が求められ
ています。

●経済発展とともに増加した廃
棄物の量は、減少傾向にはあ
るものの、近年、その傾向は鈍
化しており、引き続き削減に向
けた取組が必要です。

○原子力に頼らない
京都づくりをめざ
し、府民や企業、地
域、ＮＰＯなど多様
な主体による再生
可能エネルギーの
活用促進等の戦
略的取組を推進す
るなど、安心・安全
のエネルギー自給
社会をつくりま
す。

○府民のライフスタ
イルの省エネ型へ
の転換を促すとと
もに、新しい技術
を活かした省エネ
機器等の普及を進
めます。

○産業廃棄物減量
促進の拠点となる
京都府産業廃棄
物３R支援セン
ターと連携し、リ
ユースやリサイク
ルの資源循環のし
くみを確立し、循
環型社会を形成し
ます。

府内の電力総使用量（年
間）

最大需要に対する再生可
能エネルギー等の割合
（太陽光、風力、小水力、バ
イオマス、コージェネレー
ション等）

太陽光発電設備を導入し
ている戸建住宅数

天然ガスを利用した発電
設備の発電能力

府内温室効果ガス総排出
量（年間）

大規模排出事業者の温室
効果ガス排出削減率

京都版ＣＯ２排出量取引制
度によるクレジット創出量
（累計）

EV（電気自動車）･PHV
（プラグインハイブリッド自
動車）の登録台数

天然ガストラックの登録台
数

「ウッドマイレージＣＯ２」認
証等製品出荷量（年間）

実態把握

実態把握
（企業等からの聞
き取り）

実態把握
（業界団体からの
聞き取り）

実態把握
（業界団体からの
聞き取り）

調査統計等

実態把握
（京都府温暖化対
策条例に基づく
報告）

実態把握

実態把握
（業界団体からの
聞き取り）

実態把握
（登録実績）

実態把握
（事業実績調査）

京都エコ・エネルギー
戦略に同じ

京都エコ・エネルギー
戦略に同じ

地球温暖化対策推進
計画に同じ

京都エコ・エネルギー
戦略に同じ

地球温暖化対策条例
と同じ

地球温暖化対策条例
に基づく推進計画と
同じ

基準値の2.5倍

京都府電気自動車等
普及促進計画と同じ

基準値の２倍

基準値の40％増

数値目標及び基
準値欄の括弧内
の数値は、再生
可能エネルギー
等の発電量（参
考表記）

基準値は参考表記

数値目標及び基
準値欄の括弧内
の数値は、温室
効果ガス排出量
（参考表記）

基準値は参考表記

192億kWh
（平成22年度）

7.9％
（27万kW）
（平成22年度）

2.7万戸
（平成25年度末）

16万kW
（平成22年度末）

1,477万t-CO2
（平成2年度）

－
（412万t-CO2）
（平成21年度）

4,720t-CO2
（平成25年度まで）

1,490台
（平成25年度末）

395台
（平成25年度末）

19,800m3
（平成23～25年度平均）

●関西文化学術研究都市等において、住宅の創エネ・
省エネ・蓄エネ化など環境共生型住環境の整備等を
行い、エネルギー自給型の持続可能なモデル都市を
構築します。

●エネルギー自給型のまちづくりを推進するため、関
西文化学術研究都市における実証実験の成果をい
かし、家庭やビル、工場等におけるエネルギー管理
システム（ＨＥＭＳ、ＢＥＭＳ、ＦＥＭＳ）の導入を支援し
ます。

●府立学校にエコ設備を積極的に導入するとともに、
環境学習の推進や環境保全の取組間の相互交流を
促進するなど、地域に根ざした環境教育の充実を図
ります。

●「再生可能エネルギー普及促進条例」を制定し、わか
りやすい情報提供等により府民全体の理解を得な
がら、太陽光をはじめ、風力、バイオマス、小水力、
コージェネレーション等による発電や熱利用を進め、
再生可能エネルギーの普及を促進します。

●原子力発電所の安全対策に万全を期すよう国に強
く求めるとともに、原子力に依存しない京都をつくり
ます。

●民間企業等と連携して、10万ｋｗ級の発電が可能な
天然ガスを利用した発電所やコージェネレーション
施設の設置を進めます。

●国と連携・協力しながら、メタンハイドレートの開発な
ど日本海における海洋エネルギー資源の開発を積
極的に促進します。

●長期間計画停止中の関西電力宮津火力発電所の運
転再開に取り組みます。

●長期的な視点も踏まえつつ、温室効果ガス排出量の
政府目標を上回る積極的な削減目標を明示した「京
都府地球温暖化対策条例」により、京都府全体で温
室効果ガス排出量削減に取り組みます。

●太陽光発電の導入支援や断熱性能の向上等により
住宅の環境性能を高めるとともに、市町村等と連携
した効果的な普及・啓発により、家庭部門の低炭素化
を進めます。

●省エネアドバイザーの派遣や京都版ＣＯ２排出量取
引制度の推進等により、中小企業者の温暖化対策を
進めます。

●自動車から徒歩、自転車、公共交通機関への転換、充
電器の整備等を通じた電気自動車等の普及及び長
距離貨物運送における天然ガストラックの普及等に
より、運輸部門の低炭素化を推進します。

●間伐等の森林整備を推進し、ＣＯ２吸収源である森林
資源を持続的に育成するとともに、府内産木材を使
用した住宅の建築・購入や、地産地消による輸送に係
るＣＯ２排出量削減等の取組を促進し、地場資源の
活用による消費部門の低炭素化を推進します。

●「ＫＹＯＴＯ地球環境の殿堂」の表彰式と「京都環境
文化学術フォーラム」を一体的に運営し、地球環境
問題に対する府民意識の向上を図ります。

177億kWh
（平成32年度）

20％
（62万kW）
（平成32年度）

10万戸
（平成32年度末）

21万kW
（平成32年度末）

1,107万t-CO2
（平成2年度比25％削減）
（平成32年度）

11.4％
（365万t-CO2）
（平成32年度）

12,000ｔ-CO2
（平成30年度まで）

5,000台
（平成28年度末）

800台
（平成30年度末）

27,700m3
（平成30年度）

省エネ・節電活
動が拡大するこ
と

再生可能エネル
ギーなど多様な
エネルギーが供
給されること

府内のＣＯ２排出
量が減少するこ
と

安心・安全のエ
ネルギー自給社
会をつくること

低炭素・循環型
社会をつくるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●世界全体で、二酸化炭素等の
温室効果ガスが大量に排出さ
れたことにより、気温や海水
温、海面の上昇等が確認され、
地球温暖化が進行していま
す。このため、人類共通の課題
として、各国が温室効果ガス
の削減に取り組むことが求め
られています。

●平成23年の東日本大震災に
よる原子力発電所事故を受
け、我が国のエネルギー政策
の見直しが進められていま
す。京都府においては、省エネ
や再生可能エネルギーの普及
拡大等を通じた「エネルギー
自給・京都」の実現に向け、
オール京都の取組を推進して
います。

●太陽光発電設備や電気自動
車等の普及は進みつつありま
すが、地球環境問題に対応す
る新しい技術・製品・サービス
等の開発・普及には、なお進展
の余地があります。

●多エネルギー・大量生産・大量
消費・大量廃棄型のライフス
タイルからの転換が求められ
ています。

●経済発展とともに増加した廃
棄物の量は、減少傾向にはあ
るものの、近年、その傾向は鈍
化しており、引き続き削減に向
けた取組が必要です。

○原子力に頼らない
京都づくりをめざ
し、府民や企業、地
域、ＮＰＯなど多様
な主体による再生
可能エネルギーの
活用促進等の戦
略的取組を推進す
るなど、安心・安全
のエネルギー自給
社会をつくりま
す。

○府民のライフスタ
イルの省エネ型へ
の転換を促すとと
もに、新しい技術
を活かした省エネ
機器等の普及を進
めます。

○産業廃棄物減量
促進の拠点となる
京都府産業廃棄
物３R支援セン
ターと連携し、リ
ユースやリサイク
ルの資源循環のし
くみを確立し、循
環型社会を形成し
ます。

一般廃棄物排出量（年間）

リサイクル率

環境省「一般廃棄
物処理実態調査」

環境省「一般廃棄
物処理実態調査」

京都府循環型社会形
成計画と同じ

京都府循環型社会形
成計画と同じ

90万t
（平成22年度）

14％
（平成22年度）

●家畜排せつ物やこれまで未利用だった林地残材、竹
等のバイオマスの利活用を促進します。

●事業スタイルの見直しの提案、技術開発等への支
援、事業者間のネットワーク構築により、資源循環を
促進するとともに、産業廃棄物減量促進の拠点とな
るセンターを活用します。

●資源の消費量や廃棄される物を減らすライフスタイ
ルの転換を府民に提案します。

70.5万t
（平成32年度）

18.3%
（平成32年度）

リユースやリサ
イクルをはじめ
とした資源循環
のしくみが確立
されること

低炭素・循環型
社会をつくるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●世界全体で、二酸化炭素等の
温室効果ガスが大量に排出さ
れたことにより、気温や海水
温、海面の上昇等が確認され、
地球温暖化が進行していま
す。このため、人類共通の課題
として、各国が温室効果ガス
の削減に取り組むことが求め
られています。

●平成23年の東日本大震災に
よる原子力発電所事故を受
け、我が国のエネルギー政策
の見直しが進められていま
す。京都府においては、省エネ
や再生可能エネルギーの普及
拡大等を通じた「エネルギー
自給・京都」の実現に向け、
オール京都の取組を推進して
います。

●太陽光発電設備や電気自動
車等の普及は進みつつありま
すが、地球環境問題に対応す
る新しい技術・製品・サービス
等の開発・普及には、なお進展
の余地があります。

●多エネルギー・大量生産・大量
消費・大量廃棄型のライフス
タイルからの転換が求められ
ています。

●経済発展とともに増加した廃
棄物の量は、減少傾向にはあ
るものの、近年、その傾向は鈍
化しており、引き続き削減に向
けた取組が必要です。

○原子力に頼らない
京都づくりをめざ
し、府民や企業、地
域、ＮＰＯなど多様
な主体による再生
可能エネルギーの
活用促進等の戦
略的取組を推進す
るなど、安心・安全
のエネルギー自給
社会をつくりま
す。

○府民のライフスタ
イルの省エネ型へ
の転換を促すとと
もに、新しい技術
を活かした省エネ
機器等の普及を進
めます。

○産業廃棄物減量
促進の拠点となる
京都府産業廃棄
物３R支援セン
ターと連携し、リ
ユースやリサイク
ルの資源循環のし
くみを確立し、循
環型社会を形成し
ます。

一般廃棄物排出量（年間）

リサイクル率

環境省「一般廃棄
物処理実態調査」

環境省「一般廃棄
物処理実態調査」

京都府循環型社会形
成計画と同じ

京都府循環型社会形
成計画と同じ

90万t
（平成22年度）

14％
（平成22年度）

●家畜排せつ物やこれまで未利用だった林地残材、竹
等のバイオマスの利活用を促進します。

●事業スタイルの見直しの提案、技術開発等への支
援、事業者間のネットワーク構築により、資源循環を
促進するとともに、産業廃棄物減量促進の拠点とな
るセンターを活用します。

●資源の消費量や廃棄される物を減らすライフスタイ
ルの転換を府民に提案します。

70.5万t
（平成32年度）

18.3%
（平成32年度）

リユースやリサ
イクルをはじめ
とした資源循環
のしくみが確立
されること

低炭素・循環型
社会をつくるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都府は優れたまちなみや豊
かな自然環境に恵まれていま
すが、先人から受け継いだこ
れらの美しい景観を保全・育成
し、更には新たに創造して、次
世代に引き継いでいく必要が
あります。

●また、ライフスタイルの欧米
化が進む中で、町家暮らしに
代表されるような、四季折々
の自然の変化と調和して暮ら
してきた生活文化の価値を今
一度見つめ直し、次世代に継
承していくことが求められて
います。

●農山村では過疎・高齢化が進
む中で、手入れされず放置さ
れる森林が増加しており、こう
した自然環境を保全していく
取組の拡充が求められていま
す。

●健康への影響が心配される微
小粒子状物質（PM2.5）によ
る大気汚染に対する府民の関
心が高まっています。

●子どもの頃から環境について
学習・体験できる機会を学校
や地域の中で拡充していくこ
とが求められています。

●在来生物の生息生育環境の
悪化、外来種の繁殖等による
生物多様性への脅威が高まっ
ており、地域固有の自然や生
態系を保全するための取組
を、多様な主体の協働によっ
て進めていくことが求められ
ています。

○地域住民、ＮＰＯ、
企業等と連携・協
働した取組を進
め、優れたまちな
みや景観、自然環
境や生活環境を創
出します。

○エコ住宅の建設、
地産地消など様々
な生活の取組を総
合的に進め、自然
環境と調和した暮
らしを推進します。

○生物多様性地域
戦略に基づき、府
民協働で希少野生
生物など生物多様
性の保全と、それ
らをいかした地域
づくりを進めます。

京都府景観資産の登録件
数

府民、企業、団体、ＮＰＯ、大
学等が連携して森林づくり
に取り組むモデルフォレス
ト運動への延べ参加者数
（年間）

産業廃棄物投棄量（年間）

エコ親子認定者数（累計）

犬・猫の譲渡頭数（年間）

希少種保全団体の登録数

実態把握
（登録実績）

実態把握
（実績把握調査）

環境省「産業廃棄
物の不法投棄等
の状況について」

実態把握
（参加申込実績）

実態把握
（事業実績）

京都府の登録認
定数

各年１地区以上を登録

基準値の1.7倍

基準値の50％減

毎年基準値の25％
増を認定

基準値の30％増
（京都市除く）

指定希少野生生物の
半数

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

18地区
（平成25年度末）

7,800人
（平成23～25年度平均）

1,126ｔ
（平成20～24年度平均）

12,200人
（平成21～25年度平均）

157頭
（平成25年度）

9団体
（平成25年度末）

●山陰海岸ジオパークの学術・観光資源の有効活用を
図るとともに、大都市近郊に残された貴重な天然林
である芦生の森や丹波高地の里地・里山等を含む
「由良川・桂川上中流域」の新規国定公園指定に向け
た取組を進めます。

●京都府景観資産への登録促進など地域の優れた景
観を守る取組を推進します。

●モデルフォレスト運動の更なる拡大を図るとともに、
経済情勢を踏まえつつ、適切な時期に森林環境税の
導入を検討します。

●「モデルフォレストリーダー」を核として、モデルフォ
レスト運動への府民、企業等の参画を拡大するとと
もに、平成28年の「全国育樹祭」を契機として、次世
代の人々の森林を守り育てる心をはぐくみます。

●鴨川の治水対策や環境整備を推進し、府民に安心と
憩いの場を提供します。

●住民、ボランティア、ＮＰＯ、企業、行政の連携・協働に
より森林整備等を行うモデルフォレストの手法を応
用した河川愛護活動により、河川環境の保全を図り
ます。

●微小粒子状物質（PM2.5）に対する監視体制の確立
や、府民への情報の的確な発信など、PM2.5対策を
更に強化します。

●市街地の幹線道路の騒音対策、自動車排ガス対策
や生活排水対策等により、快適な生活環境の実現を
図ります。

●日常の監視パトロールや指導を強化し、早期発見・早
期対応による事案の解決に取り組むとともに、発生
した違法行為については、迅速・厳正に対処します。

●京都の資源と文化を基盤として異なる分野の交流
を広げ、エコ住宅、電気自動車、旬の京野菜、地産地
消、ウォーキングの普及など、多様な取組を総合的に
推進します。

●家庭における地球温暖化対策を推進し、エコライフ
を推奨するため、小学生が中心となって省エネ活動
を行う「エコ親子」の取組を推進します。

●人と動物が共生できる社会づくりを効果的・効率的
に進めるため、京都市と共同で「京都動物愛護セン
ター」を設置・運営します。

●京都市及び動物愛護団体等と連携し、殺処分ゼロを
めざす取組や動物愛護事業を進めるとともに、動物
愛護の理念や終生飼養の精神を分かりやすく普及
啓発するため、京都動物愛護憲章を制定します。

●京都府レッドデータブックの更新、生活、産業、公共
事業等の分野ごとの具体的取組等をまとめた生物
多様性基本戦略の策定により、絶滅危惧種のみなら
ず多様性に富む府内の地域個体群を守るとともに、
外来種による生態系や農作物等への被害を防止す
るなど、府民の協力のもと生物多様性保全対策を強
化します。

24地区
（平成30年度末）

13,000人
（平成30年度）

550t
（平成30年度）

62,000人
（平成27～30年度）

200頭
（平成30年度）

１2団体
（平成30年度末）

優れた景観や良
好な生活環境の
保全・創出が進
展すること

廃棄物の不法投
棄が抑止される
こと

自然環境にやさ
しいライフスタ
イルが拡大する
こと

生物多様性が保
全されること

優れたまちなみ
や景観、自然環
境や生活環境を
保全・創出するこ
と

自然環境と調和
した暮らしを推
進すること

生物の多様性が
保持された良好
な自然環境を確
保すること
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都府は優れたまちなみや豊
かな自然環境に恵まれていま
すが、先人から受け継いだこ
れらの美しい景観を保全・育成
し、更には新たに創造して、次
世代に引き継いでいく必要が
あります。

●また、ライフスタイルの欧米
化が進む中で、町家暮らしに
代表されるような、四季折々
の自然の変化と調和して暮ら
してきた生活文化の価値を今
一度見つめ直し、次世代に継
承していくことが求められて
います。

●農山村では過疎・高齢化が進
む中で、手入れされず放置さ
れる森林が増加しており、こう
した自然環境を保全していく
取組の拡充が求められていま
す。

●健康への影響が心配される微
小粒子状物質（PM2.5）によ
る大気汚染に対する府民の関
心が高まっています。

●子どもの頃から環境について
学習・体験できる機会を学校
や地域の中で拡充していくこ
とが求められています。

●在来生物の生息生育環境の
悪化、外来種の繁殖等による
生物多様性への脅威が高まっ
ており、地域固有の自然や生
態系を保全するための取組
を、多様な主体の協働によっ
て進めていくことが求められ
ています。

○地域住民、ＮＰＯ、
企業等と連携・協
働した取組を進
め、優れたまちな
みや景観、自然環
境や生活環境を創
出します。

○エコ住宅の建設、
地産地消など様々
な生活の取組を総
合的に進め、自然
環境と調和した暮
らしを推進します。

○生物多様性地域
戦略に基づき、府
民協働で希少野生
生物など生物多様
性の保全と、それ
らをいかした地域
づくりを進めます。

京都府景観資産の登録件
数

府民、企業、団体、ＮＰＯ、大
学等が連携して森林づくり
に取り組むモデルフォレス
ト運動への延べ参加者数
（年間）

産業廃棄物投棄量（年間）

エコ親子認定者数（累計）

犬・猫の譲渡頭数（年間）

希少種保全団体の登録数

実態把握
（登録実績）

実態把握
（実績把握調査）

環境省「産業廃棄
物の不法投棄等
の状況について」

実態把握
（参加申込実績）

実態把握
（事業実績）

京都府の登録認
定数

各年１地区以上を登録

基準値の1.7倍

基準値の50％減

毎年基準値の25％
増を認定

基準値の30％増
（京都市除く）

指定希少野生生物の
半数

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

18地区
（平成25年度末）

7,800人
（平成23～25年度平均）

1,126ｔ
（平成20～24年度平均）

12,200人
（平成21～25年度平均）

157頭
（平成25年度）

9団体
（平成25年度末）

●山陰海岸ジオパークの学術・観光資源の有効活用を
図るとともに、大都市近郊に残された貴重な天然林
である芦生の森や丹波高地の里地・里山等を含む
「由良川・桂川上中流域」の新規国定公園指定に向け
た取組を進めます。

●京都府景観資産への登録促進など地域の優れた景
観を守る取組を推進します。

●モデルフォレスト運動の更なる拡大を図るとともに、
経済情勢を踏まえつつ、適切な時期に森林環境税の
導入を検討します。

●「モデルフォレストリーダー」を核として、モデルフォ
レスト運動への府民、企業等の参画を拡大するとと
もに、平成28年の「全国育樹祭」を契機として、次世
代の人々の森林を守り育てる心をはぐくみます。

●鴨川の治水対策や環境整備を推進し、府民に安心と
憩いの場を提供します。

●住民、ボランティア、ＮＰＯ、企業、行政の連携・協働に
より森林整備等を行うモデルフォレストの手法を応
用した河川愛護活動により、河川環境の保全を図り
ます。

●微小粒子状物質（PM2.5）に対する監視体制の確立
や、府民への情報の的確な発信など、PM2.5対策を
更に強化します。

●市街地の幹線道路の騒音対策、自動車排ガス対策
や生活排水対策等により、快適な生活環境の実現を
図ります。

●日常の監視パトロールや指導を強化し、早期発見・早
期対応による事案の解決に取り組むとともに、発生
した違法行為については、迅速・厳正に対処します。

●京都の資源と文化を基盤として異なる分野の交流
を広げ、エコ住宅、電気自動車、旬の京野菜、地産地
消、ウォーキングの普及など、多様な取組を総合的に
推進します。

●家庭における地球温暖化対策を推進し、エコライフ
を推奨するため、小学生が中心となって省エネ活動
を行う「エコ親子」の取組を推進します。

●人と動物が共生できる社会づくりを効果的・効率的
に進めるため、京都市と共同で「京都動物愛護セン
ター」を設置・運営します。

●京都市及び動物愛護団体等と連携し、殺処分ゼロを
めざす取組や動物愛護事業を進めるとともに、動物
愛護の理念や終生飼養の精神を分かりやすく普及
啓発するため、京都動物愛護憲章を制定します。

●京都府レッドデータブックの更新、生活、産業、公共
事業等の分野ごとの具体的取組等をまとめた生物
多様性基本戦略の策定により、絶滅危惧種のみなら
ず多様性に富む府内の地域個体群を守るとともに、
外来種による生態系や農作物等への被害を防止す
るなど、府民の協力のもと生物多様性保全対策を強
化します。

24地区
（平成30年度末）

13,000人
（平成30年度）

550t
（平成30年度）

62,000人
（平成27～30年度）

200頭
（平成30年度）

１2団体
（平成30年度末）

優れた景観や良
好な生活環境の
保全・創出が進
展すること

廃棄物の不法投
棄が抑止される
こと

自然環境にやさ
しいライフスタ
イルが拡大する
こと

生物多様性が保
全されること

優れたまちなみ
や景観、自然環
境や生活環境を
保全・創出するこ
と

自然環境と調和
した暮らしを推
進すること

生物の多様性が
保持された良好
な自然環境を確
保すること
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　　　　豊かな伝統文化を継承し、新しい文化が次々と萌芽する卓越した文化力のある京都へ

3 文化創造
現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●2019年（平成31年）ラグビ
　ーワールドカップ、2020年
（平成32年）オリンピック・パ
ラリンピック、2021年（平成
33年）ワールドマスターズゲ
ームズ等の開催は、日本文化
の魅力を戦略的に国内外へ発
信できる好機です。京都には、
貴重な文化財や古典が数多く
引き継がれ、また、様々な宗教
の本山、茶道・華道・日本舞踊
の家元、能・狂言の流派等が集
積し、日本の精神文化のより
所となっていることから、大き
な役割が期待されています。

●伝統工芸、京料理等の文化が
日本人の生活の中から少しず
つ失われようとしています。ラ
イフスタイルの欧米化が進む
中で、特に若者を中心として、
京都文化（日本文化）への関
心や、ふれあう機会が少なく
なっており、振興を図るととも
に次世代に継承していくこと
が求められています。

●地域社会の絆の希薄化や過
疎化の進行に伴う後継者不足
等により、府内各地域の歴史
等に根ざした個性豊かな祭礼
行事、伝統芸能等の伝統的な
地域文化が少しずつ失われよ
うとしています。

●「和食」の無形文化遺産登録
を受けて、保護・継承や世界へ
の発信強化のための取組を展
開するとともに、「天橋立」「宇
治茶」の世界遺産登録に向け
た取組を推進することが必要
です。

○京都文化を体感で
きる機会の充実等
により、京都文化
を継承し、発展さ
せ、世界に発信し
ます。

京都文化を国内外に発信
する文化イベント開催数
（累計）

文化財を守り育てる京都
府基金の寄附額（年間）

文化財講座等の参加者数
（年間）

高校生伝統文化事業参加
延べ生徒数（累計）

高校生や大学生等のきも
の体験事業の参加者数
（累計）

きものパスポートサポー
ター登録者数

府立の文化施設に来場し
た人の数（年間）

実態把握
（開催実績）

実態把握
（寄附実績）

実態把握
（府立郷土資料館
等の文化財講座
及び文化財公開
事業等の実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（参加実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（文化施設からの
聞き取り）

毎年１件の開催

過去最高の30％増

基準値以上

基準値の30％増

毎年1,400人の参加

毎年60人の増加

基準値の20％増

平成27年度から
事業実施

基準値は参考表記

基準値は参考表記

－

3,814万円
（過去最高値・平成22年度）

6,456人
（平成25年度）

6,000人
（平成25年度まで）

1,372人
（平成25年度）

49人
（平成25年度末）

151.4万人
（平成25年度）

●2020年（平成32年）の東京オリンピック・パラリン
ピック開催に合わせて、日本文化の素晴らしさを世
界の人々に体感してもらう「京都文化フェア（仮称）」
の開催に向け、オール京都で取組を進めます。

●京都が世界の文化交流の舞台としての役割を果た
していくため、オール京都の力を結集して、「京都国
際現代芸術祭」、「琳派400年記念祭」等を開催しま
す。

●北山文化環境ゾーンに「新総合資料館（仮称）」を整
備、「国際京都学センター」を開設し、古典を含め日
本文化の世界との交流を促進します。

●「双京構想」の実現に向けて、伝統的な宮中行事の
復活を含めた文化的な行事等により、皇室の方々が
京都へお越しいただく機会を増やすよう、京都市を
はじめとする関係機関と連携して取り組みます。

●日本が有する価値ある資産を世界に発信していくた
め、古都京都の世界文化遺産、「和食」の無形文化遺
産に続き、「天橋立」、「宇治茶」について、世界文化
遺産の登録をめざした取組を進めます。

●「和食」の無形文化遺産登録を契機に、日本人の精
神性や感性、風俗・風習や文化を総合的に表す「和食
の文化」を次世代に継承し、世界に広めるため、オー
ル京都体制により、和食文化を推進する会議を設置
します。

●府立大学において、和食分野を担う人材を育成する
ための学部・学科の設置を行い、和食文化の継承や
世界発信を通じた、地域再生に取り組みます。

●国内外に所蔵されている価値ある日本の文化財を
体系的に修復する「日本文化財保存修復センター」
を整備するとともに、関係企業や職人の工房等の近
隣への立地・集積により人材を育成し、日本さらには
世界の文化財修復の一大拠点を構築します。

●京都の文化財を適切に保存・修理し、地震等の災害
から守るとともに、その活用を図り、後世に継承しま
す。

●日本文化の中心地である京都の地で価値ある伝統
文化を未来につなぐ次世代の若者を育成していくた
め、「全国高校生伝統文化フェスティバル」を全国か
ら高校生が参加する日本最大の伝統文化イベントに
拡充します。

●府立高校の茶道の授業の充実とともに、茶道や華
道、着物や伝統工芸など日本の価値ある伝統文化を
中学生や高校生が体験する「京のこども日本文化体
験事業」を推進します。

●次世代が社会においてたくましく生きる力を育める
よう、中高生が親元を離れて、芸術家・職人の工房や
農山漁村等において、文化・自然体験活動を行う取
組を進めます。

●歴史・文化の更なる振興を図るため、郷土資料館の
展示環境等の整備を図るとともに、丹後郷土資料館
の全面リニューアルに取り組みます。

４件
（平成30年度まで）

5,000万円
（平成30年度）

8,000人
（平成30年度）

7,800人
（平成30年度まで）

5,600人
（平成27～30年度）

350人
（平成30年度末）

180万人
（平成30年度）

2020年（平成
32年）のオリン
ピック・パラリン
ピック等を見据
えた京都文化の
発信が進むこと

優れた歴史的、
文化的、芸術的
資産が保全・活
用されること

青少年をはじめ
人々が京都文化
にふれる機会が
増えること

京都文化を継承
し、発展させるこ
と
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永い歴史にはぐくまれた伝統文化、芸術文化などが大切に守られ、新しい「質」と「こころ」の時代にふさわし
い京都ならではの生活文化を実現していくことが求められている中にあって、京都府は、豊かな伝統文化を継承
し、新しい文化が次々と萌芽する卓越した文化力のある京都の実現に向かって進んでいきたいと考えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●2019年（平成31年）ラグビ
　ーワールドカップ、2020年
（平成32年）オリンピック・パ
ラリンピック、2021年（平成
33年）ワールドマスターズゲ
ームズ等の開催は、日本文化
の魅力を戦略的に国内外へ発
信できる好機です。京都には、
貴重な文化財や古典が数多く
引き継がれ、また、様々な宗教
の本山、茶道・華道・日本舞踊
の家元、能・狂言の流派等が集
積し、日本の精神文化のより
所となっていることから、大き
な役割が期待されています。

●伝統工芸、京料理等の文化が
日本人の生活の中から少しず
つ失われようとしています。ラ
イフスタイルの欧米化が進む
中で、特に若者を中心として、
京都文化（日本文化）への関
心や、ふれあう機会が少なく
なっており、振興を図るととも
に次世代に継承していくこと
が求められています。

●地域社会の絆の希薄化や過
疎化の進行に伴う後継者不足
等により、府内各地域の歴史
等に根ざした個性豊かな祭礼
行事、伝統芸能等の伝統的な
地域文化が少しずつ失われよ
うとしています。

●「和食」の無形文化遺産登録
を受けて、保護・継承や世界へ
の発信強化のための取組を展
開するとともに、「天橋立」「宇
治茶」の世界遺産登録に向け
た取組を推進することが必要
です。

○京都文化を体感で
きる機会の充実等
により、京都文化
を継承し、発展さ
せ、世界に発信し
ます。

京都文化を国内外に発信
する文化イベント開催数
（累計）

文化財を守り育てる京都
府基金の寄附額（年間）

文化財講座等の参加者数
（年間）

高校生伝統文化事業参加
延べ生徒数（累計）

高校生や大学生等のきも
の体験事業の参加者数
（累計）

きものパスポートサポー
ター登録者数

府立の文化施設に来場し
た人の数（年間）

実態把握
（開催実績）

実態把握
（寄附実績）

実態把握
（府立郷土資料館
等の文化財講座
及び文化財公開
事業等の実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（参加実績）

実態把握
（事業実績）

実態把握
（文化施設からの
聞き取り）

毎年１件の開催

過去最高の30％増

基準値以上

基準値の30％増

毎年1,400人の参加

毎年60人の増加

基準値の20％増

平成27年度から
事業実施

基準値は参考表記

基準値は参考表記

－

3,814万円
（過去最高値・平成22年度）

6,456人
（平成25年度）

6,000人
（平成25年度まで）

1,372人
（平成25年度）

49人
（平成25年度末）

151.4万人
（平成25年度）

●2020年（平成32年）の東京オリンピック・パラリン
ピック開催に合わせて、日本文化の素晴らしさを世
界の人々に体感してもらう「京都文化フェア（仮称）」
の開催に向け、オール京都で取組を進めます。

●京都が世界の文化交流の舞台としての役割を果た
していくため、オール京都の力を結集して、「京都国
際現代芸術祭」、「琳派400年記念祭」等を開催しま
す。

●北山文化環境ゾーンに「新総合資料館（仮称）」を整
備、「国際京都学センター」を開設し、古典を含め日
本文化の世界との交流を促進します。

●「双京構想」の実現に向けて、伝統的な宮中行事の
復活を含めた文化的な行事等により、皇室の方々が
京都へお越しいただく機会を増やすよう、京都市を
はじめとする関係機関と連携して取り組みます。

●日本が有する価値ある資産を世界に発信していくた
め、古都京都の世界文化遺産、「和食」の無形文化遺
産に続き、「天橋立」、「宇治茶」について、世界文化
遺産の登録をめざした取組を進めます。

●「和食」の無形文化遺産登録を契機に、日本人の精
神性や感性、風俗・風習や文化を総合的に表す「和食
の文化」を次世代に継承し、世界に広めるため、オー
ル京都体制により、和食文化を推進する会議を設置
します。

●府立大学において、和食分野を担う人材を育成する
ための学部・学科の設置を行い、和食文化の継承や
世界発信を通じた、地域再生に取り組みます。

●国内外に所蔵されている価値ある日本の文化財を
体系的に修復する「日本文化財保存修復センター」
を整備するとともに、関係企業や職人の工房等の近
隣への立地・集積により人材を育成し、日本さらには
世界の文化財修復の一大拠点を構築します。

●京都の文化財を適切に保存・修理し、地震等の災害
から守るとともに、その活用を図り、後世に継承しま
す。

●日本文化の中心地である京都の地で価値ある伝統
文化を未来につなぐ次世代の若者を育成していくた
め、「全国高校生伝統文化フェスティバル」を全国か
ら高校生が参加する日本最大の伝統文化イベントに
拡充します。

●府立高校の茶道の授業の充実とともに、茶道や華
道、着物や伝統工芸など日本の価値ある伝統文化を
中学生や高校生が体験する「京のこども日本文化体
験事業」を推進します。

●次世代が社会においてたくましく生きる力を育める
よう、中高生が親元を離れて、芸術家・職人の工房や
農山漁村等において、文化・自然体験活動を行う取
組を進めます。

●歴史・文化の更なる振興を図るため、郷土資料館の
展示環境等の整備を図るとともに、丹後郷土資料館
の全面リニューアルに取り組みます。

４件
（平成30年度まで）

5,000万円
（平成30年度）

8,000人
（平成30年度）

7,800人
（平成30年度まで）

5,600人
（平成27～30年度）

350人
（平成30年度末）

180万人
（平成30年度）

2020年（平成
32年）のオリン
ピック・パラリン
ピック等を見据
えた京都文化の
発信が進むこと

優れた歴史的、
文化的、芸術的
資産が保全・活
用されること

青少年をはじめ
人々が京都文化
にふれる機会が
増えること

京都文化を継承
し、発展させるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●2019年（平成31年）ラグビ
ーワールドカップ、2020年
（平成32年）オリンピック・パ
ラリンピック、2021年（平成
33年）ワールドマスターズゲ
ームズ等の開催は、日本文化
の魅力を戦略的に国内外へ発
信できる好機です。京都には、
貴重な文化財や古典が数多く
引き継がれ、また、様々な宗教
の本山、茶道・華道・日本舞踊
の家元、能・狂言の流派等が集
積し、日本の精神文化のより
所となっていることから、大き
な役割が期待されています。

●伝統工芸、京料理等の文化が
日本人の生活の中から少しず
つ失われようとしています。ラ
イフスタイルの欧米化が進む
中で、特に若者を中心として、
京都文化（日本文化）への関
心や、ふれあう機会が少なく
なっており、振興を図るととも
に次世代に継承していくこと
が求められています。

●地域社会の絆の希薄化や過
疎化の進行に伴う後継者不足
等により、府内各地域の歴史
等に根ざした個性豊かな祭礼
行事、伝統芸能等の伝統的な
地域文化が少しずつ失われよ
うとしています。

●「和食」の無形文化遺産登録
を受けて、保護・継承や世界へ
の発信強化のための取組を展
開するとともに、「天橋立」「宇
治茶」の世界遺産登録に向け
た取組を推進することが必要
です。

○京都文化を体感で
きる機会の充実等
により、京都文化
を継承し、発展さ
せ、世界に発信し
ます。

アートフリーマーケットの
入場者数（年間）

京都文化ベンチャーコン
ペティションの応募件数
（年間）

実態把握
（実施団体等から
の聞き取り）

実態把握
（事業実績）

基準値の10％増

基準値の10％増

82,400人
（平成25年度）

318件
（平成25年度）

●京都文化博物館を核として、芸術家・伝統文化の継
承者、文化団体、企業、地域など多様な文化の担い
手と協働して、京都の文化芸術の素晴らしさを体感
できるようにします。

●文化財や歴史的事象の舞台が至るところに存在す
る京都の利点をいかし、ほんまもんに触れ、現場を
体感しながら府内各地域の歴史や伝統文化を学ぶ
取組を推進します。

●「古典の日」を中心に、源氏物語、古今集、能楽、舞踊
等の継承・発展を図ります。

●「アートフリーマーケット」や「京都文化ベンチャーコ
ンペティション」などの京都ならではの取組を拡充
し、文化により京都の活性化を図ります。

●府内各地域の歴史等に根ざした個性豊かな祭礼行
事、伝統芸能、伝統工芸等の復興や活動に対する支
援を行います。

●国民文化祭で培われた地域の文化力を更に育て、支
援することで、文化を起点とした絆づくり、産業・仕事
おこしにより、地域の活性化を図ります。

●合唱、吹奏楽、吟詠剣詩舞、美術、文芸等の分野別事
業により芸術文化活動の充実を図ります。

90,000人
（平成30年度）

350件
（平成30年度）

青少年をはじめ
人々が京都文化
にふれる機会が
増えること

地域における文
化・芸術活動が
活発化すること

京都文化を継承
し、発展させるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●2019年（平成31年）ラグビ
ーワールドカップ、2020年
（平成32年）オリンピック・パ
ラリンピック、2021年（平成
33年）ワールドマスターズゲ
ームズ等の開催は、日本文化
の魅力を戦略的に国内外へ発
信できる好機です。京都には、
貴重な文化財や古典が数多く
引き継がれ、また、様々な宗教
の本山、茶道・華道・日本舞踊
の家元、能・狂言の流派等が集
積し、日本の精神文化のより
所となっていることから、大き
な役割が期待されています。

●伝統工芸、京料理等の文化が
日本人の生活の中から少しず
つ失われようとしています。ラ
イフスタイルの欧米化が進む
中で、特に若者を中心として、
京都文化（日本文化）への関
心や、ふれあう機会が少なく
なっており、振興を図るととも
に次世代に継承していくこと
が求められています。

●地域社会の絆の希薄化や過
疎化の進行に伴う後継者不足
等により、府内各地域の歴史
等に根ざした個性豊かな祭礼
行事、伝統芸能等の伝統的な
地域文化が少しずつ失われよ
うとしています。

●「和食」の無形文化遺産登録
を受けて、保護・継承や世界へ
の発信強化のための取組を展
開するとともに、「天橋立」「宇
治茶」の世界遺産登録に向け
た取組を推進することが必要
です。

○京都文化を体感で
きる機会の充実等
により、京都文化
を継承し、発展さ
せ、世界に発信し
ます。

アートフリーマーケットの
入場者数（年間）

京都文化ベンチャーコン
ペティションの応募件数
（年間）

実態把握
（実施団体等から
の聞き取り）

実態把握
（事業実績）

基準値の10％増

基準値の10％増

82,400人
（平成25年度）

318件
（平成25年度）

●京都文化博物館を核として、芸術家・伝統文化の継
承者、文化団体、企業、地域など多様な文化の担い
手と協働して、京都の文化芸術の素晴らしさを体感
できるようにします。

●文化財や歴史的事象の舞台が至るところに存在す
る京都の利点をいかし、ほんまもんに触れ、現場を
体感しながら府内各地域の歴史や伝統文化を学ぶ
取組を推進します。

●「古典の日」を中心に、源氏物語、古今集、能楽、舞踊
等の継承・発展を図ります。

●「アートフリーマーケット」や「京都文化ベンチャーコ
ンペティション」などの京都ならではの取組を拡充
し、文化により京都の活性化を図ります。

●府内各地域の歴史等に根ざした個性豊かな祭礼行
事、伝統芸能、伝統工芸等の復興や活動に対する支
援を行います。

●国民文化祭で培われた地域の文化力を更に育て、支
援することで、文化を起点とした絆づくり、産業・仕事
おこしにより、地域の活性化を図ります。

●合唱、吹奏楽、吟詠剣詩舞、美術、文芸等の分野別事
業により芸術文化活動の充実を図ります。

90,000人
（平成30年度）

350件
（平成30年度）

青少年をはじめ
人々が京都文化
にふれる機会が
増えること

地域における文
化・芸術活動が
活発化すること

京都文化を継承
し、発展させるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●スポーツ施設の整備を進め、
国際大会の誘致や、スポーツ
観光振興による地域の活性化
につなげていくことが必要で
す。

●北山文化環境ゾーンでは、多
くの府民が気軽に立ち寄り、
豊かな自然の中で、文化、学
術、芸術に親しむことのできる
新しい交流・発信拠点づくりが
進んでいます。

●芸術家等が自らの作品を新た
に発表するとともに、府民が文
化・芸術活動やスポーツを身
近に楽しめる場所や機会の拡
充が求められています。

○府内各地域の文
化拠点や公園・ス
ポーツ施設の整備
等を進め、新しい
文化・芸術、スポー
ツを振興します。

国民体育大会の成績

山城総合運動公園、丹波
自然運動公園、伏見港公
園、府民スポーツ広場、関
西文化学術研究都市記念
公園の利用者数（年間）

洛西浄化センター公園ス
ポーツ施設の利用者数（年
間）

総合型地域スポーツクラ
ブの設置市町村数

府立植物園の入園者数
（年間）

府立図書館の本の貸出冊
数（年間）

実績把握

実態把握
（指定管理者から
の業務報告）

実態把握
（指定管理者から
の業務報告）

実態把握
（市町村等からの
聞き取り）

実態把握
（入園実績）

実態把握
（貸出実績）

男女総合成績常時入賞

基準値の5％増

基準値の10％増

各市町村に１クラブ
設置

「府立植物園の未来
図」夢プランと同じ

基準値の10%増

11位
（平成25年度）

276.4万人
（平成25年度）

56,221人
（平成25年度）

18市町村
（平成25年度末）

80万人
（平成25年度）

239,419冊
（平成25年度）

●亀岡市の専用球技場の建設、丹波自然運動公園及
び山城総合運動公園など府立公園の計画的整備、
府市協調による西京極陸上競技場、横大路運動公
園、三川合流地域の整備のほか、市町村が進める広
域的なスポーツ施設の整備支援等により、「スポーツ
王国・京都」の実現を図ります。

●2019年（平成31年）ラグビーワールドカップ、2020
年（平成32年）東京オリンピック・パラリンピック、
2021年（平成33年）ワールドマスターズゲームズ
が３年連続で開催される中で、合宿地や試合会場の
誘致・開催、更にはツアー・オブ・ジャパンなどその他
の国際大会誘致を行うとともに、京都の魅力を発信
できるボランティアの育成・参加が図られるよう取組
を進めます。

●2021年（平成33年）にワールドマスターズゲーム
ズを関西で開催するとともに、「関西版マスターズ」
や「京都府版マスターズ」、府北部のＴＡＮＴＡＮロン
グライドなど、多くの府民が参加するスポーツ大会
の開催等により、府民がスポーツに親しむことができ
る機会づくりを進めます。

●「スポーツコミッション・京都」を創設し、スポーツ観
光の振興やスポーツによる地域の活性化を図りま
す。

●エントランス、植物殿堂館等の整備のほか、植物保
全・育成機能の充実による花・植物の魅力の発信を通
じ、一人でも多くの府民等に足を運んでいただける
植物園づくりを推進します。

●京都の花き文化や花の魅力の発信、子どもから高齢
者までが花とふれあう機会づくりなどにより、花き・
園芸文化の振興を図ります。

●ウォーキング・イベント等の開催、学校等を拠点とし
た開放型地域スポーツクラブの育成など、多様な形
でスポーツを振興します。

８位以内
（平成30年度）

290万人
（平成30年度）

63,000人
（平成30年度）

26市町村
（平成30年度末）

100万人
（平成30年度）

263,000冊
（平成30年度）

新しい文化・芸
術、スポーツの
拠点づくりや活
動が拡充するこ
と

新しい文化・芸
術、スポーツを
はぐくみ、交流を
活発化させるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●スポーツ施設の整備を進め、
国際大会の誘致や、スポーツ
観光振興による地域の活性化
につなげていくことが必要で
す。

●北山文化環境ゾーンでは、多
くの府民が気軽に立ち寄り、
豊かな自然の中で、文化、学
術、芸術に親しむことのできる
新しい交流・発信拠点づくりが
進んでいます。

●芸術家等が自らの作品を新た
に発表するとともに、府民が文
化・芸術活動やスポーツを身
近に楽しめる場所や機会の拡
充が求められています。

○府内各地域の文
化拠点や公園・ス
ポーツ施設の整備
等を進め、新しい
文化・芸術、スポー
ツを振興します。

国民体育大会の成績

山城総合運動公園、丹波
自然運動公園、伏見港公
園、府民スポーツ広場、関
西文化学術研究都市記念
公園の利用者数（年間）

洛西浄化センター公園ス
ポーツ施設の利用者数（年
間）

総合型地域スポーツクラ
ブの設置市町村数

府立植物園の入園者数
（年間）

府立図書館の本の貸出冊
数（年間）

実績把握

実態把握
（指定管理者から
の業務報告）

実態把握
（指定管理者から
の業務報告）

実態把握
（市町村等からの
聞き取り）

実態把握
（入園実績）

実態把握
（貸出実績）

男女総合成績常時入賞

基準値の5％増

基準値の10％増

各市町村に１クラブ
設置

「府立植物園の未来
図」夢プランと同じ

基準値の10%増

11位
（平成25年度）

276.4万人
（平成25年度）

56,221人
（平成25年度）

18市町村
（平成25年度末）

80万人
（平成25年度）

239,419冊
（平成25年度）

●亀岡市の専用球技場の建設、丹波自然運動公園及
び山城総合運動公園など府立公園の計画的整備、
府市協調による西京極陸上競技場、横大路運動公
園、三川合流地域の整備のほか、市町村が進める広
域的なスポーツ施設の整備支援等により、「スポーツ
王国・京都」の実現を図ります。

●2019年（平成31年）ラグビーワールドカップ、2020
年（平成32年）東京オリンピック・パラリンピック、
2021年（平成33年）ワールドマスターズゲームズ
が３年連続で開催される中で、合宿地や試合会場の
誘致・開催、更にはツアー・オブ・ジャパンなどその他
の国際大会誘致を行うとともに、京都の魅力を発信
できるボランティアの育成・参加が図られるよう取組
を進めます。

●2021年（平成33年）にワールドマスターズゲーム
ズを関西で開催するとともに、「関西版マスターズ」
や「京都府版マスターズ」、府北部のＴＡＮＴＡＮロン
グライドなど、多くの府民が参加するスポーツ大会
の開催等により、府民がスポーツに親しむことができ
る機会づくりを進めます。

●「スポーツコミッション・京都」を創設し、スポーツ観
光の振興やスポーツによる地域の活性化を図りま
す。

●エントランス、植物殿堂館等の整備のほか、植物保
全・育成機能の充実による花・植物の魅力の発信を通
じ、一人でも多くの府民等に足を運んでいただける
植物園づくりを推進します。

●京都の花き文化や花の魅力の発信、子どもから高齢
者までが花とふれあう機会づくりなどにより、花き・
園芸文化の振興を図ります。

●ウォーキング・イベント等の開催、学校等を拠点とし
た開放型地域スポーツクラブの育成など、多様な形
でスポーツを振興します。

８位以内
（平成30年度）

290万人
（平成30年度）

63,000人
（平成30年度）

26市町村
（平成30年度末）

100万人
（平成30年度）

263,000冊
（平成30年度）

新しい文化・芸
術、スポーツの
拠点づくりや活
動が拡充するこ
と

新しい文化・芸
術、スポーツを
はぐくみ、交流を
活発化させるこ
と
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　　　　京都経済を支える中小企業が安定した経営を行う中で、未来を切りひらく産業のイノベーションが進展する京都へ

4 産業革新・中小企業育成
現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都には、伝統産業や世界的
なハイテク企業が数多く集積
し、ものづくり産業の一大拠点
を形成しており、オール京都に
よる産業育成プラットフォーム
として、平成23年に「京都産
業育成コンソーシアム」を設
立し、京都の次代を担う産業
育成を進めています。

●製造業の多くが成熟産業化し
つつある中で、世界的なハイ
テク企業に続く新たな企業の
成長・発展が期待されていま
す。

●京都には、映画・映像、マンガ・
アニメ、ゲーム等幅広い高水
準のコンテンツが揃い、コンテ
ンツ関係の大学等も立地して
おり、こうした強みをいかし
て、クロスメディア展開による
新産業創出等に取り組むこと
が必要です。

●国民のライフスタイルの変化
や担い手不足等により、和装・
伝統産業は需要の低迷と生産
減少が続いていますが、一方
で着やすい着物の提案やネッ
ト販売等により、業績を拡大す
る事業者等が現れています。

●京都舞鶴港における貿易取扱
量は、ここ10年ほどで倍増し
ています。また、大型クルーズ
客船等の寄港も増加していま
す。

●経済成長著しい中国をはじめ
とするアジアや欧州地域等の
需要を獲得するため、戦略的
な取組が求められています。

○エコ、ライフ、映
画、コンテンツな
ど世界経済の成長
分野を軸にして、
産学公連携等によ
る研究・技術開発
を進め、京都の特
性をいかしたブラ
ンド産業を育成す
るなど、京都産業
の成長を促しま
す。

○伝統産業につい
て、技術の伝承や
人材育成、生産基
盤整備、販路開拓
等を支援するとと
もに、最新技術や
新分野との交流や
融合等により、現
在のライフスタイ
ルや感性に合った
新たな伝統産業の
創出を進めます。

○ジェトロ等との連
携を強化し、世界
との産業交流を進
めます。

中小企業応援条例に基づ
く「元気印中小企業」認定
企業数（累計）

業界・業種を超えたコラボ
レーションによる新ビジネ
スの数（累計）

実態把握
（認定実績）

実態把握
（支援実績）

毎年25社を認定

毎年10件 平成26年度から
事業実施

145社
（平成25年度まで）

－

●中小企業寄り添い・育成支援システム（京都エコノ
ミック・ガーデニング）により中小企業の振興を支え
つつ、エコ、ライフ、映画、コンテンツなど、京都の特
徴をいかした産業別の産学公ネットワークを構築し、
グループ単位で振興を図る「企業の森」構想を実現
します。

●中小企業の「知恵」をいかしたビジネスを「きょうと
元気な地域づくり応援ファンド」等で支援し、知恵産
業のまち・京都の確立に取り組みます。

●オール京都体制で創設した「京都産業育成コンソー
シアム」を活用し、エコ、ライフ、映画、コンテンツ、情
報、試作など次代を担う産業の育成や、中小企業の
創業・成長等を総合的に支援します。

●独創性のある環境対応型の技術の発掘や京都なら
ではのエコ製品の認定から実用化・販路開拓等を一
貫してサポートするなど、企業の環境分野への進出
を支援します。

●映画産業等の集積をいかし、新しいコンテンツ産業
の振興を図るため、京都クロスメディア・クリエイティ
ブセンターやクロスメディア京都ネットワーク等を活
用して、映画・映像、マンガ・アニメ、ゲームなどの各
ジャンル同士や、観光、教育、ライフ、サイエンスなど
異分野との交流・融合、新ビジネス創出を進めます。

●映画、コンテンツなどの分野において、専門的な人
材の育成や人材のネットワークづくりを行う人材バ
ンクの創設等に取り組みます。

●産業集積の更なる拡大と発展を図るため、エコやラ
イフなどの成長産業の集積促進や産学公連携によ
る中小企業の新分野進出、ベンチャー企業の育成等
を推進します。

●人口当たり日本一の大学設置数を誇る京都の特性
を最大限いかし、京都市域から関西文化学術研究都
市に至る地域にベンチャーから中小企業、大企業ま
でが連携して新たな産業展開を図る「京都イノベー
ションベルト構想」を推進します。

●ｉＰＳ細胞など京都が誇る最先端の科学技術等を活
用し、「国家戦略特区」制度のもとで、国や関西、大
学、企業等と連携しながら、研究開発成果の事業化
を最速で行う「医療・ライフ分野の国際的なイノベー
ション拠点」づくりを進めます。

●「関西イノベーション国際戦略総合特区」において、
関西の強みである医療・医薬、バッテリー・エネルギー
などをターゲットとして、今後、アジア等で大きな課
題となる高齢化やエネルギー問題等に的確に対応
できる課題解決型ビジネスの提供や市場展開を後
押しするしくみを構築します。

●オール京都が一丸となって京都経済の発展に取り組
んでいけるように、京都の経済団体等が１箇所に集
う経済中核施設の整備を促進します。

100社
（平成27～30年度）

40件
（平成27～30年度）

異分野・異業種
の交流や連携に
より、多様なイノ
ベーションの取
組が進むこと

京都の特性をい
かしたブランド
産業を育成する
こと
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日本経済再生の明るい兆しが見える中で、「量」の追求から「質」の向上へと向かう時代の変化を踏まえつつ、
付加価値の高い産業へのシフトが求められている中にあって、京都府は、京都経済を支える中小企業が安定した
経営を行う中で、未来を切りひらく産業のイノベーションが進展する京都の実現に向かって進んでいきたいと考
えています。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都には、伝統産業や世界的
なハイテク企業が数多く集積
し、ものづくり産業の一大拠点
を形成しており、オール京都に
よる産業育成プラットフォーム
として、平成23年に「京都産
業育成コンソーシアム」を設
立し、京都の次代を担う産業
育成を進めています。

●製造業の多くが成熟産業化し
つつある中で、世界的なハイ
テク企業に続く新たな企業の
成長・発展が期待されていま
す。

●京都には、映画・映像、マンガ・
アニメ、ゲーム等幅広い高水
準のコンテンツが揃い、コンテ
ンツ関係の大学等も立地して
おり、こうした強みをいかし
て、クロスメディア展開による
新産業創出等に取り組むこと
が必要です。

●国民のライフスタイルの変化
や担い手不足等により、和装・
伝統産業は需要の低迷と生産
減少が続いていますが、一方
で着やすい着物の提案やネッ
ト販売等により、業績を拡大す
る事業者等が現れています。

●京都舞鶴港における貿易取扱
量は、ここ10年ほどで倍増し
ています。また、大型クルーズ
客船等の寄港も増加していま
す。

●経済成長著しい中国をはじめ
とするアジアや欧州地域等の
需要を獲得するため、戦略的
な取組が求められています。

○エコ、ライフ、映
画、コンテンツな
ど世界経済の成長
分野を軸にして、
産学公連携等によ
る研究・技術開発
を進め、京都の特
性をいかしたブラ
ンド産業を育成す
るなど、京都産業
の成長を促しま
す。

○伝統産業につい
て、技術の伝承や
人材育成、生産基
盤整備、販路開拓
等を支援するとと
もに、最新技術や
新分野との交流や
融合等により、現
在のライフスタイ
ルや感性に合った
新たな伝統産業の
創出を進めます。

○ジェトロ等との連
携を強化し、世界
との産業交流を進
めます。

中小企業応援条例に基づ
く「元気印中小企業」認定
企業数（累計）

業界・業種を超えたコラボ
レーションによる新ビジネ
スの数（累計）

実態把握
（認定実績）

実態把握
（支援実績）

毎年25社を認定

毎年10件 平成26年度から
事業実施

145社
（平成25年度まで）

－

●中小企業寄り添い・育成支援システム（京都エコノ
ミック・ガーデニング）により中小企業の振興を支え
つつ、エコ、ライフ、映画、コンテンツなど、京都の特
徴をいかした産業別の産学公ネットワークを構築し、
グループ単位で振興を図る「企業の森」構想を実現
します。

●中小企業の「知恵」をいかしたビジネスを「きょうと
元気な地域づくり応援ファンド」等で支援し、知恵産
業のまち・京都の確立に取り組みます。

●オール京都体制で創設した「京都産業育成コンソー
シアム」を活用し、エコ、ライフ、映画、コンテンツ、情
報、試作など次代を担う産業の育成や、中小企業の
創業・成長等を総合的に支援します。

●独創性のある環境対応型の技術の発掘や京都なら
ではのエコ製品の認定から実用化・販路開拓等を一
貫してサポートするなど、企業の環境分野への進出
を支援します。

●映画産業等の集積をいかし、新しいコンテンツ産業
の振興を図るため、京都クロスメディア・クリエイティ
ブセンターやクロスメディア京都ネットワーク等を活
用して、映画・映像、マンガ・アニメ、ゲームなどの各
ジャンル同士や、観光、教育、ライフ、サイエンスなど
異分野との交流・融合、新ビジネス創出を進めます。

●映画、コンテンツなどの分野において、専門的な人
材の育成や人材のネットワークづくりを行う人材バ
ンクの創設等に取り組みます。

●産業集積の更なる拡大と発展を図るため、エコやラ
イフなどの成長産業の集積促進や産学公連携によ
る中小企業の新分野進出、ベンチャー企業の育成等
を推進します。

●人口当たり日本一の大学設置数を誇る京都の特性
を最大限いかし、京都市域から関西文化学術研究都
市に至る地域にベンチャーから中小企業、大企業ま
でが連携して新たな産業展開を図る「京都イノベー
ションベルト構想」を推進します。

●ｉＰＳ細胞など京都が誇る最先端の科学技術等を活
用し、「国家戦略特区」制度のもとで、国や関西、大
学、企業等と連携しながら、研究開発成果の事業化
を最速で行う「医療・ライフ分野の国際的なイノベー
ション拠点」づくりを進めます。

●「関西イノベーション国際戦略総合特区」において、
関西の強みである医療・医薬、バッテリー・エネルギー
などをターゲットとして、今後、アジア等で大きな課
題となる高齢化やエネルギー問題等に的確に対応
できる課題解決型ビジネスの提供や市場展開を後
押しするしくみを構築します。

●オール京都が一丸となって京都経済の発展に取り組
んでいけるように、京都の経済団体等が１箇所に集
う経済中核施設の整備を促進します。

100社
（平成27～30年度）

40件
（平成27～30年度）

異分野・異業種
の交流や連携に
より、多様なイノ
ベーションの取
組が進むこと

京都の特性をい
かしたブランド
産業を育成する
こと
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都には、伝統産業や世界的
なハイテク企業が数多く集積
し、ものづくり産業の一大拠点
を形成しており、オール京都に
よる産業育成プラットフォーム
として、平成23年に「京都産
業育成コンソーシアム」を設
立し、京都の次代を担う産業
育成を進めています。

●製造業の多くが成熟産業化し
つつある中で、世界的なハイ
テク企業に続く新たな企業の
成長・発展が期待されていま
す。

●京都には、映画・映像、マンガ・
アニメ、ゲーム等幅広い高水
準のコンテンツが揃い、コンテ
ンツ関係の大学等も立地して
おり、こうした強みをいかし
て、クロスメディア展開による
新産業創出等に取り組むこと
が必要です。

●国民のライフスタイルの変化
や担い手不足等により、和装・
伝統産業は需要の低迷と生産
減少が続いていますが、一方
で着やすい着物の提案やネッ
ト販売等により、業績を拡大す
る事業者等が現れています。

●京都舞鶴港における貿易取扱
量は、ここ10年ほどで倍増し
ています。また、大型クルーズ
客船等の寄港も増加していま
す。

●経済成長著しい中国をはじめ
とするアジアや欧州地域等の
需要を獲得するため、戦略的
な取組が求められています。

○エコ、ライフ、映
画、コンテンツな
ど世界経済の成長
分野を軸にして、
産学公連携等によ
る研究・技術開発
を進め、京都の特
性をいかしたブラ
ンド産業を育成す
るなど、京都産業
の成長を促しま
す。

○伝統産業につい
て、技術の伝承や
人材育成、生産基
盤整備、販路開拓
等を支援するとと
もに、最新技術や
新分野との交流や
融合等により、現
在のライフスタイ
ルや感性に合った
新たな伝統産業の
創出を進めます。

○ジェトロ等との連
携を強化し、世界
との産業交流を進
めます。

西陣織物（帯地）の出荷額
（年間）

伝統産業の商品開発等に
向けた連携企業数（累計）

伝統産業設備投資支援企
業数（累計）

伝統工芸品販路開拓支援
件数（累計）

伝統工芸士認定者数（累
計）

京もの認定工芸士の認定
者数（累計）

関西文化学術研究都市
（府域）に立地する文化学
術研究機関等の数

海外販路開拓成約件数
（年間）

海外企業立地件数（年間）

京都舞鶴港における貿易
取扱量（年間）

京都舞鶴港におけるコン
テナ取扱量（年間）

クルーズ客船の寄港数（年
間）

京都舞鶴港の定期航路数
（年間）

京都府「京都府織
布生産動態統計
調査」

実態把握
（支援実績）

実態把握
（支援実績）

実態把握
（支援実績）

実態把握
（認定実績）

実態把握
（認定実績）

実態把握
（立地件数）

実態把握
（成約実績）

実態把握
（支援実績）

京都府「京都舞鶴
港港湾統計」

京都府「京都舞鶴
港港湾統計」

実態把握
（寄港実績）

京都府「京都舞鶴
港港湾統計」

基準値の維持

毎年30企業を支援

毎年100企業を支援

毎年40件を支援

基準値の25％増

基準値の70％増

基準値の20％増

基準値の80％増

基準値の５倍

過去最高

過去最高の２倍

過去最高の３倍

過去最高

基準値は参考表記

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

基準値は参考表記

162億6,400万円
（平成25年度）

26社
（平成25年度）

－

35件
（平成25年度）

1,762人
（平成25年度まで）

105人
（平成25年度まで）

66機関
（平成25年度末）

55件
（平成25年度）

１件
（平成25年度）

1,199万ｔ
（過去最高値・平成24年）

6,906TEU
（過去最高値・平成25年）

7寄港
（過去最高値・平成25年）

３航路
（過去最高値・平成25年）

●「伝統技術」と「最新技術」を組み合わせ、新しい製品
や斬新なデザイン等により伝統産業を再生する取組
を公募する「新世紀伝統産業ルネサンス事業」を展
開します。

●西陣織の力織機や陶器・漆器製作用の筆、刷毛など、
事業継続に不可欠な設備の更新や道具類の確保を
支援する伝統産業の生産基盤支援事業により伝統・
地場産業の生産基盤を守ります。

●「伝統産業の新時代を拓く拠点」として、堀川地区に
おける「西陣アート＆クラフトセンター」や「日本文化
財保存修復センター」を整備し、伝統産業の新しい
時代を担う若手職人の育成や仕事づくり、販路開拓
等を支援します。

●京都新光悦村と「西陣アート＆クラフトセンター」を
拠点として、職人と芸術家の創作活動を支援し、クー
ル京都ブランドを創造します。

●「クール京都」づくりをめざし、デザイン力と技術力、
文化力をいかした新しい伝統産業を創造し、日本映
画発祥の地・太秦やゲームコンテンツ、アニメなどの
資源をいかして、文化産業のルネサンスを実現しま
す。

●京都老舗の会と連携し、家訓の再評価、経営哲学の
研究、社会貢献活動の実践など、老舗の力を活用し
た活動を推進します。

●和装・伝統産業の次世代への継承を図るため、着物
を着用する機会の創出を総合的に推進します。

●伝統工芸品や生活雑貨等で海外展開している企業
と連携し、京都ブランドの市場開拓を推進します。

●関西文化学術研究都市において、スマートシティづ
くりに向けた新たなステージの展開を図るとともに、
最先端の研究者や企業を呼び込むために未整備ク
ラスターの整備をはじめ魅力的な研究・生活環境の
整備を行います。

●ジェトロ京都等との連携を強化し、中小企業の海外
販路開拓の支援や海外企業の誘致等に取り組みま
す。

●中国・上海市に設置した｢京都府上海ビジネスサポー
トセンター｣を拠点に、府内企業の中国をはじめとし
たアジア地域への海外展開を支援します。

●イタリア・トスカーナ州やフランス・バス＝ノルマン
ディ州との経済交流協定に基づく交流を推進すると
ともに、海外での展示会への出展支援など、新たな
ビジネスチャンスを創出します。

●日本海側拠点港に選定された京都舞鶴港を核とし
た国際ランドブリッジを形成し、成長著しい中国東北
部やロシア極東部等と、それぞれの地域の特徴や
ニーズを踏まえた物流・人流の拡大を図るため、航路
の拡充や埠頭の整備、国際クルーズの誘致拡大に取
り組みます。

162億6,400万円
（平成30年度）

120社
（平成27～30年度）

400社
（平成27～30年度）

160件
（平成27～30年度）

2,262人
（平成30年度まで）

180人
（平成30年度まで）

80機関
（平成30年度末）

100件
（平成30年度）

５件
（平成30年度）

1,300万ｔ
（平成30年）

15,000TEU
（平成30年）

20寄港
（平成30年）

５航路
（平成30年）

伝統産業や生活
文化産業が新た
な発展を遂げる
こと

関西文化学術研
究都市等におけ
る文化学術研究
機関等の立地が
増えること

府内企業による
輸出拡大や海外
企業の府内投資
が進むこと

日本海側拠点港
に選定された京
都舞鶴港を通じ
た交易が活発化
すること

京都の特性をい
かしたブランド
産業を育成する
こと

世界との産業交
流を進めること
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中
期
計
画    

京
都
力
の
発
揮

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都には、伝統産業や世界的
なハイテク企業が数多く集積
し、ものづくり産業の一大拠点
を形成しており、オール京都に
よる産業育成プラットフォーム
として、平成23年に「京都産
業育成コンソーシアム」を設
立し、京都の次代を担う産業
育成を進めています。

●製造業の多くが成熟産業化し
つつある中で、世界的なハイ
テク企業に続く新たな企業の
成長・発展が期待されていま
す。

●京都には、映画・映像、マンガ・
アニメ、ゲーム等幅広い高水
準のコンテンツが揃い、コンテ
ンツ関係の大学等も立地して
おり、こうした強みをいかし
て、クロスメディア展開による
新産業創出等に取り組むこと
が必要です。

●国民のライフスタイルの変化
や担い手不足等により、和装・
伝統産業は需要の低迷と生産
減少が続いていますが、一方
で着やすい着物の提案やネッ
ト販売等により、業績を拡大す
る事業者等が現れています。

●京都舞鶴港における貿易取扱
量は、ここ10年ほどで倍増し
ています。また、大型クルーズ
客船等の寄港も増加していま
す。

●経済成長著しい中国をはじめ
とするアジアや欧州地域等の
需要を獲得するため、戦略的
な取組が求められています。

○エコ、ライフ、映
画、コンテンツな
ど世界経済の成長
分野を軸にして、
産学公連携等によ
る研究・技術開発
を進め、京都の特
性をいかしたブラ
ンド産業を育成す
るなど、京都産業
の成長を促しま
す。

○伝統産業につい
て、技術の伝承や
人材育成、生産基
盤整備、販路開拓
等を支援するとと
もに、最新技術や
新分野との交流や
融合等により、現
在のライフスタイ
ルや感性に合った
新たな伝統産業の
創出を進めます。

○ジェトロ等との連
携を強化し、世界
との産業交流を進
めます。

西陣織物（帯地）の出荷額
（年間）

伝統産業の商品開発等に
向けた連携企業数（累計）

伝統産業設備投資支援企
業数（累計）

伝統工芸品販路開拓支援
件数（累計）

伝統工芸士認定者数（累
計）

京もの認定工芸士の認定
者数（累計）

関西文化学術研究都市
（府域）に立地する文化学
術研究機関等の数

海外販路開拓成約件数
（年間）

海外企業立地件数（年間）

京都舞鶴港における貿易
取扱量（年間）

京都舞鶴港におけるコン
テナ取扱量（年間）

クルーズ客船の寄港数（年
間）

京都舞鶴港の定期航路数
（年間）

京都府「京都府織
布生産動態統計
調査」

実態把握
（支援実績）

実態把握
（支援実績）

実態把握
（支援実績）

実態把握
（認定実績）

実態把握
（認定実績）

実態把握
（立地件数）

実態把握
（成約実績）

実態把握
（支援実績）

京都府「京都舞鶴
港港湾統計」

京都府「京都舞鶴
港港湾統計」

実態把握
（寄港実績）

京都府「京都舞鶴
港港湾統計」

基準値の維持

毎年30企業を支援

毎年100企業を支援

毎年40件を支援

基準値の25％増

基準値の70％増

基準値の20％増

基準値の80％増

基準値の５倍

過去最高

過去最高の２倍

過去最高の３倍

過去最高

基準値は参考表記

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

基準値は参考表記

162億6,400万円
（平成25年度）

26社
（平成25年度）

－

35件
（平成25年度）

1,762人
（平成25年度まで）

105人
（平成25年度まで）

66機関
（平成25年度末）

55件
（平成25年度）

１件
（平成25年度）

1,199万ｔ
（過去最高値・平成24年）

6,906TEU
（過去最高値・平成25年）

7寄港
（過去最高値・平成25年）

３航路
（過去最高値・平成25年）

●「伝統技術」と「最新技術」を組み合わせ、新しい製品
や斬新なデザイン等により伝統産業を再生する取組
を公募する「新世紀伝統産業ルネサンス事業」を展
開します。

●西陣織の力織機や陶器・漆器製作用の筆、刷毛など、
事業継続に不可欠な設備の更新や道具類の確保を
支援する伝統産業の生産基盤支援事業により伝統・
地場産業の生産基盤を守ります。

●「伝統産業の新時代を拓く拠点」として、堀川地区に
おける「西陣アート＆クラフトセンター」や「日本文化
財保存修復センター」を整備し、伝統産業の新しい
時代を担う若手職人の育成や仕事づくり、販路開拓
等を支援します。

●京都新光悦村と「西陣アート＆クラフトセンター」を
拠点として、職人と芸術家の創作活動を支援し、クー
ル京都ブランドを創造します。

●「クール京都」づくりをめざし、デザイン力と技術力、
文化力をいかした新しい伝統産業を創造し、日本映
画発祥の地・太秦やゲームコンテンツ、アニメなどの
資源をいかして、文化産業のルネサンスを実現しま
す。

●京都老舗の会と連携し、家訓の再評価、経営哲学の
研究、社会貢献活動の実践など、老舗の力を活用し
た活動を推進します。

●和装・伝統産業の次世代への継承を図るため、着物
を着用する機会の創出を総合的に推進します。

●伝統工芸品や生活雑貨等で海外展開している企業
と連携し、京都ブランドの市場開拓を推進します。

●関西文化学術研究都市において、スマートシティづ
くりに向けた新たなステージの展開を図るとともに、
最先端の研究者や企業を呼び込むために未整備ク
ラスターの整備をはじめ魅力的な研究・生活環境の
整備を行います。

●ジェトロ京都等との連携を強化し、中小企業の海外
販路開拓の支援や海外企業の誘致等に取り組みま
す。

●中国・上海市に設置した｢京都府上海ビジネスサポー
トセンター｣を拠点に、府内企業の中国をはじめとし
たアジア地域への海外展開を支援します。

●イタリア・トスカーナ州やフランス・バス＝ノルマン
ディ州との経済交流協定に基づく交流を推進すると
ともに、海外での展示会への出展支援など、新たな
ビジネスチャンスを創出します。

●日本海側拠点港に選定された京都舞鶴港を核とし
た国際ランドブリッジを形成し、成長著しい中国東北
部やロシア極東部等と、それぞれの地域の特徴や
ニーズを踏まえた物流・人流の拡大を図るため、航路
の拡充や埠頭の整備、国際クルーズの誘致拡大に取
り組みます。

162億6,400万円
（平成30年度）

120社
（平成27～30年度）

400社
（平成27～30年度）

160件
（平成27～30年度）

2,262人
（平成30年度まで）

180人
（平成30年度まで）

80機関
（平成30年度末）

100件
（平成30年度）

５件
（平成30年度）

1,300万ｔ
（平成30年）

15,000TEU
（平成30年）

20寄港
（平成30年）

５航路
（平成30年）

伝統産業や生活
文化産業が新た
な発展を遂げる
こと

関西文化学術研
究都市等におけ
る文化学術研究
機関等の立地が
増えること

府内企業による
輸出拡大や海外
企業の府内投資
が進むこと

日本海側拠点港
に選定された京
都舞鶴港を通じ
た交易が活発化
すること

京都の特性をい
かしたブランド
産業を育成する
こと

世界との産業交
流を進めること
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中
期
計
画    

京
都
力
の
発
揮

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●緩やかな景気回復傾向が続い
ており、京都企業の倒産件数
は減少しつつあります。

●グローバルな競争が激化する
中で、中小企業や地場産業が
競争に打ち勝つための投資資
金確保や研究開発支援等が
求められています。

●大型店やインターネット販売、
宅配といった販売チャンネル
の多様化、シャッター店舗の
増加、後継者不足による魅力
的な店舗の減少等により、消
費者の商店街離れが続いてい
ます。商店街をはじめとするま
ちなかのにぎわいの喪失は、
地域経済への影響だけでな
く、多世代間の交流や地域社
会の治安にも影響を及ぼして
います。

○経営基盤強化や
セーフティネットづ
くりによる中小企
業の下支えを行う
とともに、それぞ
れの中小企業の状
態に応じて、下支
えから改善、成長
支援まで一貫して
行い、地域に根ざ
して京都経済を支
える中小企業を守
り、発展させます。

○地域に根ざした商
店街の新たな活性
化を進めます。

売上倍増企業数

売上20％増加企業数（累
計）

支援制度を活用し試作・開
発に取り組む中小企業数
（累計）

欠損法人割合

中小企業向け官公需発注
割合

府内の倒産企業の件数
（年間）

事業継続センターによる
サポート件数（年間）

「こだわり商店街」「一商一
特商店街」「コミュニティ商
店街」など特徴ある事業に
取り組む商店街数

企業立地件数（累計）

府内企業向け官公需発注
割合

建設工事の府内企業発注
割合

実態把握
（実態調査）

実態把握
（支援実施企業等
からの聞き取り）

実態把握
（支援実績）

実態把握
（課税状況調）

実態把握
（事業実績）

株式会社東京商
工リサーチ「倒産
情報」

実態把握
（事業継続支援セ
ンター実績）

実態把握
（事業実績）

経済産業省「工業
立地動向調査」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（発注実績）

皆増

毎年1,000社を創出

毎年５社増

減少

基準値の５ポイント増
（過去５年間の最高水
準）

過去10年間の最低値

基準値の20％増

府内商店街の半数以上

毎年24社を誘致

基準値の５ポイント増
（過去５年間の最高水
準）

基準値の維持

平成31年度に調
査実施

平成26年度から
把握開始

基準値は参考表記

基準値は参考表記

府内に施工でき
る企業がない場
合等を除く

－

－

18社
（平成25年度まで）

73.2％
（平成25年度）

65.9％
（平成24年度）

366件
 （過去10年間の最低値・
  平成24年）

420件
（平成25年度）

108箇所
（平成25年度末）

24社
（平成23～25年度平均）

75.1％
（平成24年度）

100％
（平成25年度）

●中小企業寄り添い・育成支援システム（京都エコノ
ミック・ガーデニング）により、経営相談、金融支援、新
分野進出支援等を一体的に実施します。

●補助金と融資制度を統合させ、試作、開発、設備投
資、販路開拓について、一気通貫の「パッケージ型メ
ニュー支援制度」を創設します。

●「中小企業下支え融資」の創設など中小企業金融支
援を拡充し、中小企業の経営を守ります。

●すべての中小企業の振興をめざす「中小企業応援条
例」に基づき、原材料費の高騰等に苦しむ中小企業
を下支えするため、中小企業応援隊による経営改善
への支援を行うほか、機器更新等のハードからソフト
まで、中小企業の固定費の削減の取組を幅広く支援
します。

●中小企業応援隊による伴走支援等により、中小企業
の業績向上を図ります。

●中小企業交流センター、中小企業人財大学校、伴走
育成型支援プログラムなどにより、包括的に中小企
業支援を展開します。

●「事業継続支援センター」の取組を更に拡大し、事業
継承に関する特別融資の創設や後継者育成事業な
ど、中小企業の事業継承への支援を総合的に進めま
す。

●「京都産業21」、「中小企業技術センター」、「農業ビ
ジネスセンター京都」の３つについて、現場ニーズを
踏まえた体制の強化を進める「トライアングルビジ
ネスセンター構想」を推進します。

●スイーツや小物、花や文具・衣料などこだわりに取り
組む商店を支援する「こだわり商店街」、個性をいか
した取り組みを行う「一商一特商店街」、高齢者の見
守りや子育て支援によって地域の維持に貢献する
「コミュニティ商店街」など特徴ある商店街振興を行
います。

●商店街の置かれている状況に応じて、民間企業との
連携強化や、ソーシャル・ビジネス団体等との協働と
いった外部の力の導入による商店街のリノベーショ
ンに取り組みます。

●地域の条件や特性に応じた戦略的な企業誘致を推
進し、安定した雇用を確保するとともに、地域の産業
活性化や地域特性をいかした産業集積を図ります。

●「きょうと元気な地域づくり応援ファンド」や「きょうと
農商工連携応援ファンド」等を活用し、地域資源をい
かした特色ある創業や円滑な事業継承への支援を
推進します。

●建設工事の府内企業発注を徹底し、災害対応や除雪
など、地域の安心・安全を支える建設業の確保・育成
を図ります。

1,000社
（平成30年度）

5,000社
（平成26～30年度）

43社
（平成30年度まで）

70％未満
（平成30年度）

71％
（平成30年度）

350件
（平成30年）

500件
（平成30年度）

150箇所
（平成30年度末）

96社
（平成27～30年度）

81％
（平成30年度）

100％
（平成30年度）

特色ある多様な
中小企業が育
ち、発展するこ
と

府内各地への産
業立地が進み、
雇用が創出さ
れ、地場産業が
活性化すること

地域に根ざして
京都産業を支え
る中小企業を守
り、育成・発展さ
せること
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京
都
力
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発
揮

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●緩やかな景気回復傾向が続い
ており、京都企業の倒産件数
は減少しつつあります。

●グローバルな競争が激化する
中で、中小企業や地場産業が
競争に打ち勝つための投資資
金確保や研究開発支援等が
求められています。

●大型店やインターネット販売、
宅配といった販売チャンネル
の多様化、シャッター店舗の
増加、後継者不足による魅力
的な店舗の減少等により、消
費者の商店街離れが続いてい
ます。商店街をはじめとするま
ちなかのにぎわいの喪失は、
地域経済への影響だけでな
く、多世代間の交流や地域社
会の治安にも影響を及ぼして
います。

○経営基盤強化や
セーフティネットづ
くりによる中小企
業の下支えを行う
とともに、それぞ
れの中小企業の状
態に応じて、下支
えから改善、成長
支援まで一貫して
行い、地域に根ざ
して京都経済を支
える中小企業を守
り、発展させます。

○地域に根ざした商
店街の新たな活性
化を進めます。

売上倍増企業数

売上20％増加企業数（累
計）

支援制度を活用し試作・開
発に取り組む中小企業数
（累計）

欠損法人割合

中小企業向け官公需発注
割合

府内の倒産企業の件数
（年間）

事業継続センターによる
サポート件数（年間）

「こだわり商店街」「一商一
特商店街」「コミュニティ商
店街」など特徴ある事業に
取り組む商店街数

企業立地件数（累計）

府内企業向け官公需発注
割合

建設工事の府内企業発注
割合

実態把握
（実態調査）

実態把握
（支援実施企業等
からの聞き取り）

実態把握
（支援実績）

実態把握
（課税状況調）

実態把握
（事業実績）

株式会社東京商
工リサーチ「倒産
情報」

実態把握
（事業継続支援セ
ンター実績）

実態把握
（事業実績）

経済産業省「工業
立地動向調査」

実態把握
（事業実績）

実態把握
（発注実績）

皆増

毎年1,000社を創出

毎年５社増

減少

基準値の５ポイント増
（過去５年間の最高水
準）

過去10年間の最低値

基準値の20％増

府内商店街の半数以上

毎年24社を誘致

基準値の５ポイント増
（過去５年間の最高水
準）

基準値の維持

平成31年度に調
査実施

平成26年度から
把握開始

基準値は参考表記

基準値は参考表記

府内に施工でき
る企業がない場
合等を除く

－

－

18社
（平成25年度まで）

73.2％
（平成25年度）

65.9％
（平成24年度）

366件
 （過去10年間の最低値・
  平成24年）

420件
（平成25年度）

108箇所
（平成25年度末）

24社
（平成23～25年度平均）

75.1％
（平成24年度）

100％
（平成25年度）

●中小企業寄り添い・育成支援システム（京都エコノ
ミック・ガーデニング）により、経営相談、金融支援、新
分野進出支援等を一体的に実施します。

●補助金と融資制度を統合させ、試作、開発、設備投
資、販路開拓について、一気通貫の「パッケージ型メ
ニュー支援制度」を創設します。

●「中小企業下支え融資」の創設など中小企業金融支
援を拡充し、中小企業の経営を守ります。

●すべての中小企業の振興をめざす「中小企業応援条
例」に基づき、原材料費の高騰等に苦しむ中小企業
を下支えするため、中小企業応援隊による経営改善
への支援を行うほか、機器更新等のハードからソフト
まで、中小企業の固定費の削減の取組を幅広く支援
します。

●中小企業応援隊による伴走支援等により、中小企業
の業績向上を図ります。

●中小企業交流センター、中小企業人財大学校、伴走
育成型支援プログラムなどにより、包括的に中小企
業支援を展開します。

●「事業継続支援センター」の取組を更に拡大し、事業
継承に関する特別融資の創設や後継者育成事業な
ど、中小企業の事業継承への支援を総合的に進めま
す。

●「京都産業21」、「中小企業技術センター」、「農業ビ
ジネスセンター京都」の３つについて、現場ニーズを
踏まえた体制の強化を進める「トライアングルビジ
ネスセンター構想」を推進します。

●スイーツや小物、花や文具・衣料などこだわりに取り
組む商店を支援する「こだわり商店街」、個性をいか
した取り組みを行う「一商一特商店街」、高齢者の見
守りや子育て支援によって地域の維持に貢献する
「コミュニティ商店街」など特徴ある商店街振興を行
います。

●商店街の置かれている状況に応じて、民間企業との
連携強化や、ソーシャル・ビジネス団体等との協働と
いった外部の力の導入による商店街のリノベーショ
ンに取り組みます。

●地域の条件や特性に応じた戦略的な企業誘致を推
進し、安定した雇用を確保するとともに、地域の産業
活性化や地域特性をいかした産業集積を図ります。

●「きょうと元気な地域づくり応援ファンド」や「きょうと
農商工連携応援ファンド」等を活用し、地域資源をい
かした特色ある創業や円滑な事業継承への支援を
推進します。

●建設工事の府内企業発注を徹底し、災害対応や除雪
など、地域の安心・安全を支える建設業の確保・育成
を図ります。

1,000社
（平成30年度）

5,000社
（平成26～30年度）

43社
（平成30年度まで）

70％未満
（平成30年度）

71％
（平成30年度）

350件
（平成30年）

500件
（平成30年度）

150箇所
（平成30年度末）

96社
（平成27～30年度）

81％
（平成30年度）

100％
（平成30年度）

特色ある多様な
中小企業が育
ち、発展するこ
と

府内各地への産
業立地が進み、
雇用が創出さ
れ、地場産業が
活性化すること

地域に根ざして
京都産業を支え
る中小企業を守
り、育成・発展さ
せること
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都を訪れる観光入込客数
は、京都・花灯路や京の七夕等
の取組も定着するなかで、京
都市内を中心に増加傾向にあ
り、こうした動きを府域全体へ
展開していくことが求められ
ています。

●従来の画一的な「物見遊山」
型観光から、個々人のニーズ
に合わせた「参加・体験」型観
光へと観光ニーズが多様化・
高度化する中、世界規模での
観光地間競争が激化していま
す。

●府域全体への観光誘客のた
めに、観光資源の魅力の向上
とともに、交通アクセス等のイ
ンフラ整備や誘客プロモー
ションの実施、観光産業の担
い手となる人材の育成等が求
められています

●米の生産調整の見直しやＴＰ
Ｐ交渉など農林水産業を取り
巻く状況は大きな過渡期を迎
えており、国際化が進展する
中で今まで以上に競争力が求
められています。

●農林水産物の産地間競争や
消費低迷等に対応するため、
新たな販路開拓や新商品開発
など、収益性を高める取組が
求められています。

●京野菜や黒大豆・小豆、丹波く
り、丹後とり貝等の「京のブラ
ンド産品」全体の販売額は近
年、伸び悩み傾向にあり、新た
な展開が求められています。

●宇治茶については、日本を代
表する高級ブランドとして広く
流通していますが、全国的な
茶価低迷の影響が出始めてい
ます。

●農業就業人口の減少と、全国
を上回る高齢化が進行する
中、将来を担う若者が魅力を
感じる農業のビジネスモデル
の創出が求められています。

●京都の山を未来において受け
継いでいくためにも、林業が
産業として成り立っていけるし
くみづくりが求められていま
す。

○観光交通機関の
導入やインセン
ティブツアー等の
誘致、学び観光
コースの開設等に
加え、「海の京都」
のような広域観光
振興により、質の
高い観光への進
化を図り、様々な
国や地域から京都
に人々が訪れるよ
うに京都観光を成
長・発展させ、交流
を活発化させま
す。

○分野や業種を超え
たコラボレーショ
ンを行う６次産業
化の推進、収益向
上のための技術革
新や商品開発、人
材育成、アジア地
域等の海外販路・
市場開拓など、生
産のみならず消費
までを見通した総
合的な支援を実施
し、農林水産業を
基軸として産業を
活性化させます。

観光入込客数（年間）

観光客の一人当たり消費
額

外国人宿泊客数（年間）

府内を訪れた観光客の当
該旅行に対する評価（満足
度）

農業における新規就農・就
業者数（年間）

担い手への農地の集積率

農業法人数

林業における新規就業者
数（年間）

漁業における新規就業者
数（年間）

京都府「京都府観
光入込客調査」

京都府「京都府観
光入込客調査」

京都府「京都府観
光入込客調査」

京都府「観光入込
客統計共通基準
調査」

実態把握
（京都府実態調
査、事業実績）

実態把握
（京都府実態調査）

実態把握
（京都府実態調査）

京都府「林業労働
力実態調査」

実態把握

過去最高

過去最高

過去最高

基準値以上

基準値の30％増

基準値の50%増

基準値の30％増

基準値の40％増

基準値の15％増

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

7,799万人
（過去最高値・平成20年）

9,578円
（過去最高値・平成25年）

115万人
（過去最高値・平成25年）

71%
（平成25年）

153人
（平成23～25年度平均）

23％
（平成24年度）

255法人
（平成25年度末）

36人
（平成23～25年度平均）

39人
（平成23～25年度平均）

●歴史文化観光をはじめ、ジオパーク観光、グルメ観
光、きもの観光、ものづくり観光、スポーツ観光など、
府域の北から南まで、京都の魅力を満喫できる「新
しい京の旅事業」を展開します。

●交通基盤の整備効果をいかし、京都の北部から南部
をつなぐ新たな観光コースを造成します。

●京都観光の新たな柱として地域密着型のスポーツ
観光を育成するため、府内各地域で地域資源をいか
したスポーツ観光の聖地づくりを進めます。

●国のビジット・ジャパン・キャンペーンとタイアップし、
関西広域連合のもとで東南アジアなどをターゲット
に「ビジットKANSAIキャンペーン」や「KANSAI国
際観光YEAR」を展開します。

●インセンティブツアーや企業コンベンション等の誘
致等により、京都を訪れる観光客やビジネスマンを
増やします。

●観光客など京都を訪れた方が快適に情報通信網に
アクセスできるよう、Wi-Fi環境の整備を進めます。

●農業大学校、林業大学校において次世代を担う農林
業の担い手を育成するとともに、丹後農業実践型学
舎など地域と連携した取組を進めます。

●丹後あじわいの郷を10次産業化の拠点「丹後食の
王国センター（仮称）」として、丹後食材等の栽培、調
理・サービス、加工・販売、マーケティング等の実践的
な研修・訓練等により、食産業を支える総合人材を育
成する場として充実を図ります。

●「オーダーメイド農家支援制度」により専業農家や兼
業農家、週末農家など、様々な農家のニーズに応じ
たきめ細かい支援対策を実施します。

●農地中間管理機構を核に新規就農者や中核的担い
手へ農地集積を図り、力強い農業構造への転換を進
めます。

●「京都アグリ21」を活用し、人材育成や新規就農者
の定着、農業ビジネス、法人化、農業参入を支援する
総合的な体制を強化します。

●林業従事者の確保とスキルアップを図るため、「林業
の星」として若手の育成を進めます。

●新たに創設された「海の民学舎」を活用し、次世代の
水産業を担う優れた人材を育成します。

8,000万人
（平成30年）

10,000円
（平成30年）

150万人
（平成30年）

80％
（平成30年）

200人
（平成30年度）

35%
（平成30年度）

340法人
（平成30年度末）

50人
（平成30年度）

45人
（平成30年度）

京都観光の競争
力が向上し、交
流が拡大するこ
と

農林水産業の将
来を担う人材が
育つこと

京都観光を成
長・発展させ、交
流を活発化させ
ること

農林水産業を基
軸として産業を
活性化させるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都を訪れる観光入込客数
は、京都・花灯路や京の七夕等
の取組も定着するなかで、京
都市内を中心に増加傾向にあ
り、こうした動きを府域全体へ
展開していくことが求められ
ています。

●従来の画一的な「物見遊山」
型観光から、個々人のニーズ
に合わせた「参加・体験」型観
光へと観光ニーズが多様化・
高度化する中、世界規模での
観光地間競争が激化していま
す。

●府域全体への観光誘客のた
めに、観光資源の魅力の向上
とともに、交通アクセス等のイ
ンフラ整備や誘客プロモー
ションの実施、観光産業の担
い手となる人材の育成等が求
められています

●米の生産調整の見直しやＴＰ
Ｐ交渉など農林水産業を取り
巻く状況は大きな過渡期を迎
えており、国際化が進展する
中で今まで以上に競争力が求
められています。

●農林水産物の産地間競争や
消費低迷等に対応するため、
新たな販路開拓や新商品開発
など、収益性を高める取組が
求められています。

●京野菜や黒大豆・小豆、丹波く
り、丹後とり貝等の「京のブラ
ンド産品」全体の販売額は近
年、伸び悩み傾向にあり、新た
な展開が求められています。

●宇治茶については、日本を代
表する高級ブランドとして広く
流通していますが、全国的な
茶価低迷の影響が出始めてい
ます。

●農業就業人口の減少と、全国
を上回る高齢化が進行する
中、将来を担う若者が魅力を
感じる農業のビジネスモデル
の創出が求められています。

●京都の山を未来において受け
継いでいくためにも、林業が
産業として成り立っていけるし
くみづくりが求められていま
す。

○観光交通機関の
導入やインセン
ティブツアー等の
誘致、学び観光
コースの開設等に
加え、「海の京都」
のような広域観光
振興により、質の
高い観光への進
化を図り、様々な
国や地域から京都
に人々が訪れるよ
うに京都観光を成
長・発展させ、交流
を活発化させま
す。

○分野や業種を超え
たコラボレーショ
ンを行う６次産業
化の推進、収益向
上のための技術革
新や商品開発、人
材育成、アジア地
域等の海外販路・
市場開拓など、生
産のみならず消費
までを見通した総
合的な支援を実施
し、農林水産業を
基軸として産業を
活性化させます。

観光入込客数（年間）

観光客の一人当たり消費
額

外国人宿泊客数（年間）

府内を訪れた観光客の当
該旅行に対する評価（満足
度）

農業における新規就農・就
業者数（年間）

担い手への農地の集積率

農業法人数

林業における新規就業者
数（年間）

漁業における新規就業者
数（年間）

京都府「京都府観
光入込客調査」

京都府「京都府観
光入込客調査」

京都府「京都府観
光入込客調査」

京都府「観光入込
客統計共通基準
調査」

実態把握
（京都府実態調
査、事業実績）

実態把握
（京都府実態調査）

実態把握
（京都府実態調査）

京都府「林業労働
力実態調査」

実態把握

過去最高

過去最高

過去最高

基準値以上

基準値の30％増

基準値の50%増

基準値の30％増

基準値の40％増

基準値の15％増

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

7,799万人
（過去最高値・平成20年）

9,578円
（過去最高値・平成25年）

115万人
（過去最高値・平成25年）

71%
（平成25年）

153人
（平成23～25年度平均）

23％
（平成24年度）

255法人
（平成25年度末）

36人
（平成23～25年度平均）

39人
（平成23～25年度平均）

●歴史文化観光をはじめ、ジオパーク観光、グルメ観
光、きもの観光、ものづくり観光、スポーツ観光など、
府域の北から南まで、京都の魅力を満喫できる「新
しい京の旅事業」を展開します。

●交通基盤の整備効果をいかし、京都の北部から南部
をつなぐ新たな観光コースを造成します。

●京都観光の新たな柱として地域密着型のスポーツ
観光を育成するため、府内各地域で地域資源をいか
したスポーツ観光の聖地づくりを進めます。

●国のビジット・ジャパン・キャンペーンとタイアップし、
関西広域連合のもとで東南アジアなどをターゲット
に「ビジットKANSAIキャンペーン」や「KANSAI国
際観光YEAR」を展開します。

●インセンティブツアーや企業コンベンション等の誘
致等により、京都を訪れる観光客やビジネスマンを
増やします。

●観光客など京都を訪れた方が快適に情報通信網に
アクセスできるよう、Wi-Fi環境の整備を進めます。

●農業大学校、林業大学校において次世代を担う農林
業の担い手を育成するとともに、丹後農業実践型学
舎など地域と連携した取組を進めます。

●丹後あじわいの郷を10次産業化の拠点「丹後食の
王国センター（仮称）」として、丹後食材等の栽培、調
理・サービス、加工・販売、マーケティング等の実践的
な研修・訓練等により、食産業を支える総合人材を育
成する場として充実を図ります。

●「オーダーメイド農家支援制度」により専業農家や兼
業農家、週末農家など、様々な農家のニーズに応じ
たきめ細かい支援対策を実施します。

●農地中間管理機構を核に新規就農者や中核的担い
手へ農地集積を図り、力強い農業構造への転換を進
めます。

●「京都アグリ21」を活用し、人材育成や新規就農者
の定着、農業ビジネス、法人化、農業参入を支援する
総合的な体制を強化します。

●林業従事者の確保とスキルアップを図るため、「林業
の星」として若手の育成を進めます。

●新たに創設された「海の民学舎」を活用し、次世代の
水産業を担う優れた人材を育成します。

8,000万人
（平成30年）

10,000円
（平成30年）

150万人
（平成30年）

80％
（平成30年）

200人
（平成30年度）

35%
（平成30年度）

340法人
（平成30年度末）

50人
（平成30年度）

45人
（平成30年度）

京都観光の競争
力が向上し、交
流が拡大するこ
と

農林水産業の将
来を担う人材が
育つこと

京都観光を成
長・発展させ、交
流を活発化させ
ること

農林水産業を基
軸として産業を
活性化させるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●米の生産調整の見直しやＴＰ
Ｐ交渉など農林水産業を取り
巻く状況は大きな過渡期を迎
えており、国際化が進展する
中で今まで以上に競争力が求
められています。

●農林水産物の産地間競争や
消費低迷等に対応するため、
新たな販路開拓や新商品開発
など、収益性を高める取組が
求められています。

●京野菜や黒大豆・小豆、丹波く
り、丹後とり貝等の「京のブラ
ンド産品」全体の販売額は近
年、伸び悩み傾向にあり、新た
な展開が求められています。

●宇治茶については、日本を代
表する高級ブランドとして広く
流通していますが、全国的な
茶価低迷の影響が出始めてい
ます。

●農業就業人口の減少と、全国
を上回る高齢化が進行する
中、将来を担う若者が魅力を
感じる農業のビジネスモデル
の創出が求められています。

●京都の山を未来において受け
継いでいくためにも、林業が
産業として成り立っていけるし
くみづくりが求められていま
す。

○分野や業種を超え
たコラボレーショ
ンを行う６次産業
化の推進、収益向
上のための技術革
新や商品開発、人
材育成、アジア地
域等の海外販路・
市場開拓など、生
産のみならず消費
までを見通した総
合的な支援を実施
し、農林水産業を
基軸として産業を
活性化させます。

農産物や加工品等の年間
販売額が１億円を超える
農業法人等の数

農産物の加工品等の年間
販売額が2,000万円を超
える農企業者（企業的な農
業経営を行う農業者）数

農産物の販売額（年間）

ブランド水産物の販売額
（丹後とり貝、丹後ぐじ）（年
間）

農業・林業・漁業の生産活
動による最終生産物の生
産額（年間）

農林水産物の輸出額（年
間）

府農林水産技術センターによ
り開発された新品種、新技術
数（品種登録出願数・新技術普
及マニュアル公開数）（年間）

農産物直売所の販売金額
（年間）

府内産素材生産量（年間）

６次産業の販売額（年間）

６次産業化に取り組むプロ
ジェクト数（累計）

きょうと農商工連携応援
ファンドを活用して開発し
た商品の販売額（累計）

森林経営計画に基づき林業
が行われている森林面積
（森林経営計画の認定面積）

緑の交付金による住宅建
築数（年間）

公共施設等の新築・改修等
で府内産木材を利用した
件数（累計）

実態把握
（京都府実態調査、農林水
産省「農林業センサス」）

実態把握
（京都府実態調査、農林水
産省「農林業センサス」）

実態把握
（ＪＡ全農京都販売実績）

実態把握
（京のふるさと産
品協会資料）

実態把握
（農林水産省及び
京都府統計）

実態把握
（京都府輸出促進
協議会の会員事業
者からの聞き取り）

実態把握
（開発等実績）

実態把握
（各直売所に対する調査）

京都府「素材生産
実績調査」

農林水産省「６次
産業化総合調査
報告」

実態把握
（支援実績）

実態把握
（事業実績）

京都府「森林経営
計画の認定面積」

京都府「事業実績
調査」

京都府「公共事業
における木材使
用実績等調査」

基準値の40％増

基準値の４倍

基準値の18％増

基準値の50％増

基準値の5%増

基準値の1.8倍

基準値の50％増

基準値の25％増

基準値の40％増

基準値の80％増

30プロジェクトの創出

基準値の3.6倍

基準値の３倍

基準値の25％増

毎年、基準値の20％
増の件数

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

基準値は参考表記

51経営体
（平成25年度末）

256経営体
（平成22年度末）

80億1,900万円
（平成25年度）

1億200万円
（平成23～25年度平均）

770億円
（平成22～24年度平均）

9,000万円
（平成25年度）

品種登録出願：0.6件
新技術普及マニュア
ル公開：4件
（平成21～25年度平均）

40億円
（平成25年度）

155,000ｍ3
（平成22～24年度平均）

136億円
（平成24年度）

－

1億4,000万円
（平成24年度まで）

41,600ha
（平成25年度末）

238件
（平成22～24年度平均）

73件
（平成23～25年度平均）

●競争力のある農家を育成し、売上2,000万円の農
企業者や年商１億円の経営体を増やします。

●農山村の活性化を図り水田を守るため、酒米・家畜
飼料米や競争力のあるブランド京野菜への転換を
めざし、ハード・ソフトの総合支援体制による「新京力
農場づくり」を進めます。

●京野菜に含まれる機能性成分など「健康京野菜」と
してのＰＲや、産学公連携による新品種の育成など
京のブランド産品の一層の充実・強化を図るととも
に、新たな流通・販売戦略により、府内産農林水産物
の販売拡大に取り組みます。

●「和食」の無形文化遺産登録を好機ととらえ、京都の
食文化と合わせて、京都産和牛肉をはじめとした農
林水産物や加工品の輸出拡大に取り組むとともに、
京都を訪れる国内外の観光客にもＰＲしていきま
す。

●「京のこだわり畜産物生産農場」の登録を推進し、安
心・安全でこだわりの畜産物を国内外に発信します。

●養殖をはじめとしたつくり育てる漁業等を推進しま
す。

●産地が食品製造業や外食産業と連携し、川下（消費
者）ニーズを踏まえた「京都６次産業100億円プロ
ジェクト」を推進します。

●丹後あじわいの郷を拠点に、丹後の生産者や食品加
工業者と連携して、丹後の食材の販路拡大に向けた
製品開発・製造とPR活動を実施します。

●府内産農林水産物を学んだり、食べたりできる京野
菜ランド直売所の拡大・機能充実を進めます。

●「地域アグリネット」や「きょうと農業ビジネスプラット
フォーム」により、農業者や商工業者等が知識やノウ
ハウ、情報等を共有するとともに、農商工連携や６次
産業化による商品開発や販路開拓等を総合的に支
援することで、京都のブランド力をいかした農業ビジ
ネスの展開へとつなげます。

●経営力のある森林組合、林業事業体の育成や、今後
の需要拡大が見込まれるＣＬＴ（直交集成材）などの
大型加工施設の誘致を進めるとともに、公共施設や
住宅等への府内産材の利用促進など、川上から川下
（生産から消費）までの循環型林業をめざす「京都林
業ルネサンス事業」を展開します。

70経営体
（平成30年度末）

1,000経営体
（平成30年度末）

94億5,500万円
（平成30年度）

1億5,400万円
（平成30年度）

810億円
（平成30年度）

1億6,000万円
（平成30年度）

品種登録出願：１件
新技術普及マニュア
ル公開：６件
（平成30年度）

50億円
（平成30年度）

217,000ｍ3
（平成30年度）

250億円
（平成30年度）

30プロジェクト
（平成30年度まで）

５億円
（平成30年度まで）

121,000ha
（平成30年度末）

300件
（平成30年度）

350件
（平成27～30年度）

ブランド産品な
ど農林水産物の
生産・販売が拡
大すること

６次産業化等が
進み、農林水産
物の新たな価値
が創出されるこ
と

循環型林業のし
くみが構築され
ること

農林水産業を基
軸として産業を
活性化させるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●米の生産調整の見直しやＴＰ
Ｐ交渉など農林水産業を取り
巻く状況は大きな過渡期を迎
えており、国際化が進展する
中で今まで以上に競争力が求
められています。

●農林水産物の産地間競争や
消費低迷等に対応するため、
新たな販路開拓や新商品開発
など、収益性を高める取組が
求められています。

●京野菜や黒大豆・小豆、丹波く
り、丹後とり貝等の「京のブラ
ンド産品」全体の販売額は近
年、伸び悩み傾向にあり、新た
な展開が求められています。

●宇治茶については、日本を代
表する高級ブランドとして広く
流通していますが、全国的な
茶価低迷の影響が出始めてい
ます。

●農業就業人口の減少と、全国
を上回る高齢化が進行する
中、将来を担う若者が魅力を
感じる農業のビジネスモデル
の創出が求められています。

●京都の山を未来において受け
継いでいくためにも、林業が
産業として成り立っていけるし
くみづくりが求められていま
す。

○分野や業種を超え
たコラボレーショ
ンを行う６次産業
化の推進、収益向
上のための技術革
新や商品開発、人
材育成、アジア地
域等の海外販路・
市場開拓など、生
産のみならず消費
までを見通した総
合的な支援を実施
し、農林水産業を
基軸として産業を
活性化させます。

農産物や加工品等の年間
販売額が１億円を超える
農業法人等の数

農産物の加工品等の年間
販売額が2,000万円を超
える農企業者（企業的な農
業経営を行う農業者）数

農産物の販売額（年間）

ブランド水産物の販売額
（丹後とり貝、丹後ぐじ）（年
間）

農業・林業・漁業の生産活
動による最終生産物の生
産額（年間）

農林水産物の輸出額（年
間）

府農林水産技術センターによ
り開発された新品種、新技術
数（品種登録出願数・新技術普
及マニュアル公開数）（年間）

農産物直売所の販売金額
（年間）

府内産素材生産量（年間）

６次産業の販売額（年間）

６次産業化に取り組むプロ
ジェクト数（累計）

きょうと農商工連携応援
ファンドを活用して開発し
た商品の販売額（累計）

森林経営計画に基づき林業
が行われている森林面積
（森林経営計画の認定面積）

緑の交付金による住宅建
築数（年間）

公共施設等の新築・改修等
で府内産木材を利用した
件数（累計）

実態把握
（京都府実態調査、農林水
産省「農林業センサス」）

実態把握
（京都府実態調査、農林水
産省「農林業センサス」）

実態把握
（ＪＡ全農京都販売実績）

実態把握
（京のふるさと産
品協会資料）

実態把握
（農林水産省及び
京都府統計）

実態把握
（京都府輸出促進
協議会の会員事業
者からの聞き取り）

実態把握
（開発等実績）

実態把握
（各直売所に対する調査）

京都府「素材生産
実績調査」

農林水産省「６次
産業化総合調査
報告」

実態把握
（支援実績）

実態把握
（事業実績）

京都府「森林経営
計画の認定面積」

京都府「事業実績
調査」

京都府「公共事業
における木材使
用実績等調査」

基準値の40％増

基準値の４倍

基準値の18％増

基準値の50％増

基準値の5%増

基準値の1.8倍

基準値の50％増

基準値の25％増

基準値の40％増

基準値の80％増

30プロジェクトの創出

基準値の3.6倍

基準値の３倍

基準値の25％増

毎年、基準値の20％
増の件数

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

基準値は参考表記

平成26年度から
事業実施

基準値は参考表記

基準値は参考表記

51経営体
（平成25年度末）

256経営体
（平成22年度末）

80億1,900万円
（平成25年度）

1億200万円
（平成23～25年度平均）

770億円
（平成22～24年度平均）

9,000万円
（平成25年度）

品種登録出願：0.6件
新技術普及マニュア
ル公開：4件
（平成21～25年度平均）

40億円
（平成25年度）

155,000ｍ3
（平成22～24年度平均）

136億円
（平成24年度）

－

1億4,000万円
（平成24年度まで）

41,600ha
（平成25年度末）

238件
（平成22～24年度平均）

73件
（平成23～25年度平均）

●競争力のある農家を育成し、売上2,000万円の農
企業者や年商１億円の経営体を増やします。

●農山村の活性化を図り水田を守るため、酒米・家畜
飼料米や競争力のあるブランド京野菜への転換を
めざし、ハード・ソフトの総合支援体制による「新京力
農場づくり」を進めます。

●京野菜に含まれる機能性成分など「健康京野菜」と
してのＰＲや、産学公連携による新品種の育成など
京のブランド産品の一層の充実・強化を図るととも
に、新たな流通・販売戦略により、府内産農林水産物
の販売拡大に取り組みます。

●「和食」の無形文化遺産登録を好機ととらえ、京都の
食文化と合わせて、京都産和牛肉をはじめとした農
林水産物や加工品の輸出拡大に取り組むとともに、
京都を訪れる国内外の観光客にもＰＲしていきま
す。

●「京のこだわり畜産物生産農場」の登録を推進し、安
心・安全でこだわりの畜産物を国内外に発信します。

●養殖をはじめとしたつくり育てる漁業等を推進しま
す。

●産地が食品製造業や外食産業と連携し、川下（消費
者）ニーズを踏まえた「京都６次産業100億円プロ
ジェクト」を推進します。

●丹後あじわいの郷を拠点に、丹後の生産者や食品加
工業者と連携して、丹後の食材の販路拡大に向けた
製品開発・製造とPR活動を実施します。

●府内産農林水産物を学んだり、食べたりできる京野
菜ランド直売所の拡大・機能充実を進めます。

●「地域アグリネット」や「きょうと農業ビジネスプラット
フォーム」により、農業者や商工業者等が知識やノウ
ハウ、情報等を共有するとともに、農商工連携や６次
産業化による商品開発や販路開拓等を総合的に支
援することで、京都のブランド力をいかした農業ビジ
ネスの展開へとつなげます。

●経営力のある森林組合、林業事業体の育成や、今後
の需要拡大が見込まれるＣＬＴ（直交集成材）などの
大型加工施設の誘致を進めるとともに、公共施設や
住宅等への府内産材の利用促進など、川上から川下
（生産から消費）までの循環型林業をめざす「京都林
業ルネサンス事業」を展開します。

70経営体
（平成30年度末）

1,000経営体
（平成30年度末）

94億5,500万円
（平成30年度）

1億5,400万円
（平成30年度）

810億円
（平成30年度）

1億6,000万円
（平成30年度）

品種登録出願：１件
新技術普及マニュア
ル公開：６件
（平成30年度）

50億円
（平成30年度）

217,000ｍ3
（平成30年度）

250億円
（平成30年度）

30プロジェクト
（平成30年度まで）

５億円
（平成30年度まで）

121,000ha
（平成30年度末）

300件
（平成30年度）

350件
（平成27～30年度）

ブランド産品な
ど農林水産物の
生産・販売が拡
大すること

６次産業化等が
進み、農林水産
物の新たな価値
が創出されるこ
と

循環型林業のし
くみが構築され
ること

農林水産業を基
軸として産業を
活性化させるこ
と
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　　　　府域の内外を快適に移動したり、情報をやりとりでき、世界中から人々が集い交わる京都へ

5 交流連帯

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●東日本大震災では、被災した
太平洋側道路の代替として日
本海側道路が利用されるな
ど、リダンダンシー（交通やラ
イフライン施設の多重化等）
の確保が重要となっていま
す。京都府は、関西圏で唯一
の日本海側拠点港である京都
舞鶴港を有しており、大規模
災害時等には太平洋側のバッ
クアップ機能を果たせるよう
備えることが必要です。

●京都縦貫自動車道の全線開
通が実現するなど、高速道路
のミッシングリンク（不連続箇
所）の解消が進むとともに、鉄
道の高速化・複線化等も着実
に進展しており、物流活性化
の取組等が求められていま
す。

●過疎地域等において、人口減
少等により多くの公共交通機
関の採算が厳しくなる中、路
線廃止等により、高齢者や子
どもの移動手段を確保できな
い地域が出てきています。

○大規模災害等に備
えるためのリダン
ダンシーの確保
や、将来にわたっ
て活力ある日本を
形成するため、日
本海国土軸の形
成を進めるととも
に太平洋国土軸と
の連携を強化しま
す。

○交流促進につなが
る道路を整備する
とともに、鉄道の
利便性を向上する
など、府域の均衡
ある発展を実現す
るための社会基盤
の整備を推進し、
府域の内外を移動
しやすくします。
　また、それらをい
かして物流を活発
化させます。

○府民の支援と協力
のもとに公共交通
機関の利用拡大を
図り、暮らしの足を
確保します。

名神高速道路から北部へ
の移動にかかる所要時間
（大山崎JCT～大宮森本
IC（仮称））

名神高速道路から南部へ
の移動にかかる所要時間
（大山崎JCT～木津IC）

関西文化学術研究都市の
クラスター間における移
動にかかる所要時間（田辺
地区～精華西木津地区）

物流効率化のための「物
流ネットワーク（仮称）」へ
の参画者数

実態把握
（実測実績）

実態把握
（実測実績）

実態把握
（実測実績）

実態把握
（事業実績）

基準値の22％減

基準値の17％減

基準値の28％減

「物流ネットワーク（仮
称）」構想に同じ

平成26年度末
に構想策定予定

115分
（平成25年度）

30分
（平成25年度）

25分
（平成25年度）

－

●府県の連携等により、関西全体で首都機能バック
アップ構造の構築を目指します。

●新名神高速道路や日本海側国土軸である山陰近畿
自動車道など、府域の骨格をなす高速道路等の整備
を加速し、未完区間の早期解消を図ります。

●国家百年の計に立って東京一極集中の是正と日本
の再生・成長を促進するため、北陸新幹線について
は大阪までの早期開通を図るとともに、フル規格に
よる整備にも努めていきます。

●リニア中央新幹線の大阪同時開業と最も効果的で
経済的なルートの選定をめざし、関西国際空港への
アクセスの改善も含め、京都誘致について取組を進
めます。

●京都舞鶴港等を活用して、日本海沿岸及び日本海側
と太平洋側を結ぶLNG（液化天然ガス）安定供給の
ための設備（LNG基地や天然ガスパイプライン）の
整備を国に働きかけます。

●ＪＲ奈良線の高速化・複線化第２期事業について、ＪＲ
西日本・沿線市町と連携しながら進めるとともに、沿
線道路の渋滞対策や駅アクセス道路の整備を推進
します。

●ＪＲ山陰本線の高速化・複線化構想をはじめ、府内鉄
道網の整備に向けた調査・研究を行います。

●高速道路のインターチェンジや港湾、鉄道の駅等へ
のアクセス整備など、交通基盤の整備を推進します。

●関西文化学術研究都市や木津川右岸地域へのアク
セス道路の整備等を推進します。

●美しい日本海を臨む海岸道路の整備を進め、「丹後
半島一周京都の新海遊ルート」を完成し、丹後半島
の振興に努めます。

●鉄道の駅やバスターミナルを中心に周辺整備を行
うとともに、市町村と連携し、地域の実情に応じた移
動ニーズに対応するなど、徒歩や公共交通等で移動
しやすいまちづくりを推進します。

●京都縦貫自動車道沿線のまちづくりを促進するた
め、「丹波ＰＡ（仮称）」と一体となった地域振興拠点
の整備を支援します。

●京都縦貫自動車道の全線開通を契機として、日本海
側の拠点港である京都舞鶴港を核とし、対岸諸国と
太平洋側地域とを結ぶ北部地域における新たな物
流ネットワークの形成や、新名神高速道路の整備等
を見据えた南部地域における新たな商業・物流拠点
の構築を積極的に進めます。

90分
（平成30年度）

25分
（平成30年度）

18分
（平成30年度）

「物流ネットワーク
（仮称）」構想に同じ

国土軸を構成す
る道路・鉄道・港
湾・エネルギー
パイプラインの
整備等が進展す
ること

快適に移動がで
き、移動にかか
る所要時間が短
縮されること

国際的な物流拠
点等の整備が進
展すること

首都機能のバッ
クアップ構造や
多重・分散型国
土軸を形成する
こと

国内外の交流を
支える社会基盤
の整備を進める
こと

整備された社会
基盤をいかして
物流を活発化さ
せること
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人・もの・情報等がグローバルに行き交う社会が到来する中で、多様な人、産業、地域の間に活発な交流と協働
が生まれ、その中から新しい価値を創出することが求められている中にあって、京都府は、府域の内外を快適に
移動したり、情報をやりとりでき、世界中から人々が集い交わる京都の実現に向かって進んでいきたいと考えて
います。
そして、このような社会の実現に向かっているかどうかや、基本目標の達成状況について、測定指標によって確認・
点検していくこととします。

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●東日本大震災では、被災した
太平洋側道路の代替として日
本海側道路が利用されるな
ど、リダンダンシー（交通やラ
イフライン施設の多重化等）
の確保が重要となっていま
す。京都府は、関西圏で唯一
の日本海側拠点港である京都
舞鶴港を有しており、大規模
災害時等には太平洋側のバッ
クアップ機能を果たせるよう
備えることが必要です。

●京都縦貫自動車道の全線開
通が実現するなど、高速道路
のミッシングリンク（不連続箇
所）の解消が進むとともに、鉄
道の高速化・複線化等も着実
に進展しており、物流活性化
の取組等が求められていま
す。

●過疎地域等において、人口減
少等により多くの公共交通機
関の採算が厳しくなる中、路
線廃止等により、高齢者や子
どもの移動手段を確保できな
い地域が出てきています。

○大規模災害等に備
えるためのリダン
ダンシーの確保
や、将来にわたっ
て活力ある日本を
形成するため、日
本海国土軸の形
成を進めるととも
に太平洋国土軸と
の連携を強化しま
す。

○交流促進につなが
る道路を整備する
とともに、鉄道の
利便性を向上する
など、府域の均衡
ある発展を実現す
るための社会基盤
の整備を推進し、
府域の内外を移動
しやすくします。
　また、それらをい
かして物流を活発
化させます。

○府民の支援と協力
のもとに公共交通
機関の利用拡大を
図り、暮らしの足を
確保します。

名神高速道路から北部へ
の移動にかかる所要時間
（大山崎JCT～大宮森本
IC（仮称））

名神高速道路から南部へ
の移動にかかる所要時間
（大山崎JCT～木津IC）

関西文化学術研究都市の
クラスター間における移
動にかかる所要時間（田辺
地区～精華西木津地区）

物流効率化のための「物
流ネットワーク（仮称）」へ
の参画者数

実態把握
（実測実績）

実態把握
（実測実績）

実態把握
（実測実績）

実態把握
（事業実績）

基準値の22％減

基準値の17％減

基準値の28％減

「物流ネットワーク（仮
称）」構想に同じ

平成26年度末
に構想策定予定

115分
（平成25年度）

30分
（平成25年度）

25分
（平成25年度）

－

●府県の連携等により、関西全体で首都機能バック
アップ構造の構築を目指します。

●新名神高速道路や日本海側国土軸である山陰近畿
自動車道など、府域の骨格をなす高速道路等の整備
を加速し、未完区間の早期解消を図ります。

●国家百年の計に立って東京一極集中の是正と日本
の再生・成長を促進するため、北陸新幹線について
は大阪までの早期開通を図るとともに、フル規格に
よる整備にも努めていきます。

●リニア中央新幹線の大阪同時開業と最も効果的で
経済的なルートの選定をめざし、関西国際空港への
アクセスの改善も含め、京都誘致について取組を進
めます。

●京都舞鶴港等を活用して、日本海沿岸及び日本海側
と太平洋側を結ぶLNG（液化天然ガス）安定供給の
ための設備（LNG基地や天然ガスパイプライン）の
整備を国に働きかけます。

●ＪＲ奈良線の高速化・複線化第２期事業について、ＪＲ
西日本・沿線市町と連携しながら進めるとともに、沿
線道路の渋滞対策や駅アクセス道路の整備を推進
します。

●ＪＲ山陰本線の高速化・複線化構想をはじめ、府内鉄
道網の整備に向けた調査・研究を行います。

●高速道路のインターチェンジや港湾、鉄道の駅等へ
のアクセス整備など、交通基盤の整備を推進します。

●関西文化学術研究都市や木津川右岸地域へのアク
セス道路の整備等を推進します。

●美しい日本海を臨む海岸道路の整備を進め、「丹後
半島一周京都の新海遊ルート」を完成し、丹後半島
の振興に努めます。

●鉄道の駅やバスターミナルを中心に周辺整備を行
うとともに、市町村と連携し、地域の実情に応じた移
動ニーズに対応するなど、徒歩や公共交通等で移動
しやすいまちづくりを推進します。

●京都縦貫自動車道沿線のまちづくりを促進するた
め、「丹波ＰＡ（仮称）」と一体となった地域振興拠点
の整備を支援します。

●京都縦貫自動車道の全線開通を契機として、日本海
側の拠点港である京都舞鶴港を核とし、対岸諸国と
太平洋側地域とを結ぶ北部地域における新たな物
流ネットワークの形成や、新名神高速道路の整備等
を見据えた南部地域における新たな商業・物流拠点
の構築を積極的に進めます。

90分
（平成30年度）

25分
（平成30年度）

18分
（平成30年度）

「物流ネットワーク
（仮称）」構想に同じ

国土軸を構成す
る道路・鉄道・港
湾・エネルギー
パイプラインの
整備等が進展す
ること

快適に移動がで
き、移動にかか
る所要時間が短
縮されること

国際的な物流拠
点等の整備が進
展すること

首都機能のバッ
クアップ構造や
多重・分散型国
土軸を形成する
こと

国内外の交流を
支える社会基盤
の整備を進める
こと

整備された社会
基盤をいかして
物流を活発化さ
せること



106

中
期
計
画    

京
都
力
の
発
揮

現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都縦貫自動車道の全線開
通が実現するなど、高速道路
のミッシングリンク（不連続箇
所）の解消が進むとともに、鉄
道の高速化・複線化等も着実
に進展しており、物流活性化
の取組等が求められていま
す。

●過疎地域等において、人口減
少等により多くの公共交通機
関の採算が厳しくなる中、路
線廃止等により、高齢者や子
どもの移動手段を確保できな
い地域が出てきています。

●ブロードバンドや携帯電話、地
上デジタル放送等の情報通信
基盤の整備に伴い、情報の交
流のツールとして情報通信技
術（ＩＣＴ）がますます重要と
なっています。

●京都における国際会議の開催
件数は増加傾向にあり、それ
らの機会を十分に活用し、国
際交流の更なる拡大につなげ
ていくことが求められていま
す。

●国際交流の拠点となる施設の
整備や、海外の機関との提携・
連携の促進、人的ネットワーク
づくりなどが求められていま
す。

○交流促進につなが
る道路を整備する
とともに、鉄道の
利便性を向上する
など、府域の均衡
ある発展を実現す
るための社会基盤
の整備を推進し、
府域の内外を移動
しやすくします。
　また、それらをい
かして物流を活発
化させます。

○府民の支援と協力
のもとに公共交通
機関の利用拡大を
図り、暮らしの足を
確保します。

○いつでも、どこで
も、だれもがＩＣＴ
の利便性を享受で
きる高度なネット
ワーク社会にふさ
わしいＩＣＴの環境
整備や利活用を推
進し、暮らしの中で
情報の交流をしや
すくします。

○京都迎賓館の有
効活用や国際会議
場等の整備を進
め、世界の優れた
人材が京都に集ま
るようにします。

北近畿タンゴ鉄道（ＫＴＲ）
利用人数（年間）

乗合バスの利用者数（年
間）

ブロードバンド世帯普及率
（ブロードバンド契約数／
総世帯数）

スマートフォンアプリ
「KYOTO Trip+」ダウン
ロード数（累計）

府内における国際会議開
催件数（年間）

海外サイエンスパーク等
との提携・連携の数

実態把握
（運行会社からの
聞き取り）

京都府統計書「乗
合バス台数と利
用者数」

総務省（情報通信
統計DB）

実態把握
（事業実績）

日本政府観光局
「コンベンション
統計」

実態把握
（事業実績）

北近畿タンゴ鉄道沿
線地域公共交通網形
成計画に同じ

基準値の維持

全国上位5位以内の
普及率

基準値の2万件増

過去最高

基準値の2倍

数値目標は参考
表記

基準値は参考表記

186万人
（平成25年度）

1億7,155万人
（平成24年度）

160.1％（13位）
（平成25年度）

4,000件
（平成25年度まで）

202件
（過去最高値・平成24年）

3地域
（平成25年度末）

●北近畿タンゴ鉄道（ＫＴＲ）の上下分離方式による事
業再編を行うとともに、保有全車両について「乗りた
い列車化リニューアル事業」を実施し、抜本的な経
営改善と大幅な利用拡大を図ります。

●バス路線の維持や中山間地域等の不採算地域にお
ける公共交通手段の確保のための取組を市町村と
ともに地域公共交通会議等を通じて推進します。

●鉄道不便地域の道路、災害時等の緊急輸送道路、医
療施設や観光地へのアクセス道路、地域間の連携を
強化する道路など、住民生活に不可欠な道路の整備
を推進します。

●いつでも、どこでも、だれもが情報を取得・発信し、交
流を図ることができるよう、ＮＰＯ等との協働による
地域に根ざした支援等を通じて、ＩＣＴを活用しやすい
環境づくりを進めます。

●環境・エネルギー、健康・医療等の様々な分野で、最
新のＩＣＴを積極的かつ適切に取り入れながら、産学
公連携でＩＣＴ利活用の取組を進めます。

●ＳＮＳを活用した政策形成段階からの府民参画や、
スマートフォンアプリによる防災情報等の迅速な共
有を進めます。

●京都迎賓館を積極的に活用するとともに、国際会議
場等の整備を図り、大規模国際会議の誘致に取り組
みます。

●京都スマートシティエキスポの開催や見本市への出
展等を進めるほか、関西文化学術研究都市等とアジ
ア諸国を中心とする海外サイエンスパーク等との戦
略的提携・連携を拡大します。

200万人
（平成31年度）

1億7,200万人
（平成30年度）

172.2%（5位）
（平成25年度・愛知県）

24,000件
（平成30年度まで）

202件
（平成30年）

6地域
（平成30年度末）

府域全体で生活
交通の維持確保
が進むこと

府域全体でＩＣＴ
の利活用が進む
こと

文化・芸術、学
問、スポーツ、産
業など様々な分
野での国際交流
が盛んになるこ
と

暮らしの足を確
保すること

暮らしの中で情
報の交流をしや
すくすること

世界に開かれ、
世界とつながる
京都をつくるこ
と
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現状・課題 対応方向 使命 基本目標 測定指標 測定方法 設定水準 数値目標 基準値（基準年） 備考 具体方策

●京都縦貫自動車道の全線開
通が実現するなど、高速道路
のミッシングリンク（不連続箇
所）の解消が進むとともに、鉄
道の高速化・複線化等も着実
に進展しており、物流活性化
の取組等が求められていま
す。

●過疎地域等において、人口減
少等により多くの公共交通機
関の採算が厳しくなる中、路
線廃止等により、高齢者や子
どもの移動手段を確保できな
い地域が出てきています。

●ブロードバンドや携帯電話、地
上デジタル放送等の情報通信
基盤の整備に伴い、情報の交
流のツールとして情報通信技
術（ＩＣＴ）がますます重要と
なっています。

●京都における国際会議の開催
件数は増加傾向にあり、それ
らの機会を十分に活用し、国
際交流の更なる拡大につなげ
ていくことが求められていま
す。

●国際交流の拠点となる施設の
整備や、海外の機関との提携・
連携の促進、人的ネットワーク
づくりなどが求められていま
す。

○交流促進につなが
る道路を整備する
とともに、鉄道の
利便性を向上する
など、府域の均衡
ある発展を実現す
るための社会基盤
の整備を推進し、
府域の内外を移動
しやすくします。
　また、それらをい
かして物流を活発
化させます。

○府民の支援と協力
のもとに公共交通
機関の利用拡大を
図り、暮らしの足を
確保します。

○いつでも、どこで
も、だれもがＩＣＴ
の利便性を享受で
きる高度なネット
ワーク社会にふさ
わしいＩＣＴの環境
整備や利活用を推
進し、暮らしの中で
情報の交流をしや
すくします。

○京都迎賓館の有
効活用や国際会議
場等の整備を進
め、世界の優れた
人材が京都に集ま
るようにします。

北近畿タンゴ鉄道（ＫＴＲ）
利用人数（年間）

乗合バスの利用者数（年
間）

ブロードバンド世帯普及率
（ブロードバンド契約数／
総世帯数）

スマートフォンアプリ
「KYOTO Trip+」ダウン
ロード数（累計）

府内における国際会議開
催件数（年間）

海外サイエンスパーク等
との提携・連携の数

実態把握
（運行会社からの
聞き取り）

京都府統計書「乗
合バス台数と利
用者数」

総務省（情報通信
統計DB）

実態把握
（事業実績）

日本政府観光局
「コンベンション
統計」

実態把握
（事業実績）

北近畿タンゴ鉄道沿
線地域公共交通網形
成計画に同じ

基準値の維持

全国上位5位以内の
普及率

基準値の2万件増

過去最高

基準値の2倍

数値目標は参考
表記

基準値は参考表記

186万人
（平成25年度）

1億7,155万人
（平成24年度）

160.1％（13位）
（平成25年度）

4,000件
（平成25年度まで）

202件
（過去最高値・平成24年）

3地域
（平成25年度末）

●北近畿タンゴ鉄道（ＫＴＲ）の上下分離方式による事
業再編を行うとともに、保有全車両について「乗りた
い列車化リニューアル事業」を実施し、抜本的な経
営改善と大幅な利用拡大を図ります。

●バス路線の維持や中山間地域等の不採算地域にお
ける公共交通手段の確保のための取組を市町村と
ともに地域公共交通会議等を通じて推進します。

●鉄道不便地域の道路、災害時等の緊急輸送道路、医
療施設や観光地へのアクセス道路、地域間の連携を
強化する道路など、住民生活に不可欠な道路の整備
を推進します。

●いつでも、どこでも、だれもが情報を取得・発信し、交
流を図ることができるよう、ＮＰＯ等との協働による
地域に根ざした支援等を通じて、ＩＣＴを活用しやすい
環境づくりを進めます。

●環境・エネルギー、健康・医療等の様々な分野で、最
新のＩＣＴを積極的かつ適切に取り入れながら、産学
公連携でＩＣＴ利活用の取組を進めます。

●ＳＮＳを活用した政策形成段階からの府民参画や、
スマートフォンアプリによる防災情報等の迅速な共
有を進めます。

●京都迎賓館を積極的に活用するとともに、国際会議
場等の整備を図り、大規模国際会議の誘致に取り組
みます。

●京都スマートシティエキスポの開催や見本市への出
展等を進めるほか、関西文化学術研究都市等とアジ
ア諸国を中心とする海外サイエンスパーク等との戦
略的提携・連携を拡大します。

200万人
（平成31年度）

1億7,200万人
（平成30年度）

172.2%（5位）
（平成25年度・愛知県）

24,000件
（平成30年度まで）

202件
（平成30年）

6地域
（平成30年度末）

府域全体で生活
交通の維持確保
が進むこと

府域全体でＩＣＴ
の利活用が進む
こと

文化・芸術、学
問、スポーツ、産
業など様々な分
野での国際交流
が盛んになるこ
と

暮らしの足を確
保すること

暮らしの中で情
報の交流をしや
すくすること

世界に開かれ、
世界とつながる
京都をつくるこ
と
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　東京をはじめとする大都市に企業や人口が集中する一方、地方では、企業や工場の撤退に伴い、若者
を中心に就業機会を求める人々の都市部への流出に歯止めがかからず、社会問題となっています。
　特に、府北部地域や相楽東部地域では、人口流出が著しく、出生数の減少と相まって人口減少に拍車
をかけており、地域の活性化、交流人口の増加を定住人口の増加につなげていくことが強く求められて
います。
　このような中、京都府では、すべての地域がその個性や資源を最大限にいかせるような夢のある構想
として15の「みやこ構想」を提示するとともに、府内４つの広域振興局がそれぞれ策定する「地域振
興計画」の主要プロジェクトに位置付けています。平成26年度からは「みやこ構想」のセカンドステー
ジが始まっており、構想ごとの成果をうまくつなぎ合わせることによって、相乗効果を発揮させ、地域
の魅力や活力を高めていきます。
　また、京都市域を舞台に京都府が展開する構想を「中期計画」に位置付け、「中期計画」と４つの「地
域振興計画」を一体的に推進することにより、府域の北から南まで、すべての地域が活力ある「みやこ」
として輝くことができるような地域づくりを進めていきます。
　更に、こうした「みやこ構想」の進展を踏まえ、広域的に地域のコンセプトを明確にした「海の京都」

「森の京都」「お茶の京都」づくりの３つの京都プロジェクトや、国家戦略特区等の取組を進めています。

京都舞鶴港ランドブリッジ構想
＜中丹地域振興計画＞

北京都ものづくり拠点構想
＜中丹地域振興計画＞

北山文化環境ゾーン構想
＜中期計画＞

知恵産業首都構想
＜中期計画＞

海の京都
＜丹後地域振興計画＞
＜中丹地域振興計画＞

お茶の京都
＜山城地域振興計画＞

宇治茶の郷づくり構想
＜山城地域振興計画＞

学術研究・未来の都構想
＜山城地域振興計画＞

京都丹波「食と森の交流の都」構想
＜南丹地域振興計画＞

日本海観光構想
＜丹後地域振興計画＞

丹後・食の王国構想
＜丹後地域振興計画＞

新京都伝統工芸ビレッジ構想
＜南丹地域振興計画＞

京都クロスメディアパーク構想
＜中期計画＞

京都乙訓ダイナミックシティーズ構想
＜山城地域振興計画＞

京都イノベーションベルト構想
＜山城地域振興計画＞

環境・アグリバイオパーク構想
＜山城地域振興計画＞

由良川里山回廊構想
＜中丹地域振興計画＞

森の京都
＜中丹地域振興計画＞
＜南丹地域振興計画＞

　　　　それぞれの地域が「みやこ」となるよう夢のある地域構想が展開する京都へ

6 希望に輝く地域づくり
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１  丹後・食の王国構想

　丹後・食の王国構想のもと、丹後の豊かな食材をいかし、高品質でブランド力の高い商品の開
発など、食関連ビジネスの創出等を進めます。

＜目標像＞
　京都「丹後」に行けば、四季折々の季節を感じる旬の野菜、新鮮な魚等を味わうことができるとい
うイメージが全国で定着し、丹後の食を味わうために多くの人々が丹後を訪れるとともに、「食関連産
業」が地域経済を牽引する新たな産業として成長し、地域に定着する若者が年々増えていること

＜重点事業＞
○丹後「食」10次産業化の展開
　「丹後あじわいの郷」を10次産業化（生産･加工･販売等６次＋人材育成４次）拠点として活用し丹
後食材等の栽培、調理・サービス、加工･販売、マーケティング等の実践的な研修･訓練等により食産
業を支える総合人材を育成するとともに、丹後食材を活用した新商品開発等を展開
○「食」関連産業の一大集積地の形成
　「海の京都」構想とも連動し、丹後特産の海の幸、旬の野菜、フルーツやスイーツ、地酒やワイン等
を観光客等に提供する飲食店や販売店の立地を促進するとともに、食の王国として一体的なプロモー
ションを展開

２  日本海観光構想

　山陰海岸ジオパークや天橋立等の自然、伊根の舟屋、ちりめん街道等のまちなみ、ロマンあふ
れる丹後の歴史と文化等の資源をいかすとともに、「食」関連産業とのリンクにより、観光誘客を
推進します。

＜目標像＞ 
　京都舞鶴港に毎年多くのクルーズ船が寄港するとともに、天橋立や伊根の舟屋、夕日ヶ浦やちりめ
ん街道等の魅力ある観光拠点を擁する「海の京都」のエリアに国内外から多くの観光客が訪れ、日本
海観光を満喫していること

中
期
計
画    

京
都
力
の
発
揮

み や こ 構 想
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＜重点事業＞ 
○戦略拠点の美しい景観づくりと魅力ある回遊システムの整備
　天橋立、伊根の舟屋等の戦略拠点において、統一デザインによる美しい景観づくりを進めるとともに、
北近畿タンゴ鉄道の新型車両の運行、戦略拠点間を結ぶ観光海路の新設、路線バスのデザイン一新等
を推進
○日本海側随一のクルーズ拠点の形成
　京都舞鶴港に数多くのクルーズ船を誘致するとともに、美しく整備した港で国内外から訪れる乗船
客に世界水準の質の高いおもてなしを提供、更に乗船客向けに「海の京都」の戦略拠点等を巡る魅力
的なオプショナルツアーを造成

３  京都舞鶴港ランドブリッジ構想

　日本海側拠点港である京都舞鶴港を核として、関西一円とアジア・ヨーロッパ地域とを結ぶ壮
大な国際ランドブリッジの形成をめざし、物流のルートを開拓・構築しながら、国際フェリーや
外航クルーズの基地化・エコポートの推進、京都舞鶴港ベイサイドパーク内への企業誘致の促進
等に取り組みます。

＜目標像＞ 
　港湾周辺に物流関連企業の集積が進むとともに、京都府はもとより関西一円の企業が対岸諸国との
交易に積極的に利用することで、京都舞鶴港が名実ともに関西経済圏における日本海側の物流・人流
の中核拠点となっていること

＜重点事業＞
○コンテナ・フェリー・クルーズのトリプル国際拠点の形成
　京都舞鶴港の港湾機能を強化し、ロシアをはじめ中国、韓国等との国際海上コンテナや国際フェリー
航路を拡大するとともに、広く世界を視野に入れて京都舞鶴港に寄港するクルーズ船の誘致を積極的
に展開
○日本海国土軸の核となる物流拠点の整備
　日本海側拠点港に位置付けされた京都舞鶴港を擁し、平成26年度に京都縦貫自動車道や舞鶴若狭自
動車の全線開通が実現する京都北部の地の利を最大限いかしながら、国内外の物流関連企業等の立地
を促進し、日本海国土軸の核となる物流拠点を形成

４  北京都ものづくり拠点構想

　福知山市、舞鶴市、綾部市にある工業集積と、大学や高等専門学校等の人材育成機関をいかし
ながら、府北部地域におけるものづくり産業の中核拠点の形成をめざし、企業活動の支援やイノ
ベーションによる企業成長支援、新たな企業の誘致、高度なものづくり人材の確保・育成、産学
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公連携共同研究開発の促進等に取り組みます。

＜目標像＞
　技術力の高い特色ある中小ものづくり企業が集積し、府北部地域の大企業や京都イノベーションベ
ルト等に立地するベンチャー企業等と緊密な協力関係を構築するなど、京都のものづくり産業にとっ
て不可欠な地域を形成するとともに、農林水産物等の資源とものづくり技術の融合により新商品開発
を図る農工連携ビジネスの一大拠点となっていること

＜重点事業＞
○北部地域初の本格的な産学公連携ものづくり拠点の設置
　平成26年度に迫った京都縦貫自動車道の全線開通による時間距離の短縮効果等をいかし、京都市内
に立地する理工系大学のブランチと協働する新たな産学公連携のものづくり拠点を設置し、大学のデ
ザイン力等をてこにアグリ分野も含めた共同研究開発を推進
○工業団地等への企業誘致と地元企業との連携強化
　長田野、綾部、アネックス京都三和の３つの府営工業団地を擁する北近畿随一の工業集積を地域経
済の活性化につなげていくため、これらの工業団地等への企業立地を促進するとともに、進出企業と
地元企業との協働関係を一層強化し、地域産業全体を底上げ

５  由良川里山回廊構想

　中丹地域にある海、川、里、山、歴史、風土、伝統、文化等の資源をいかし、人、もの、情報等のネッ
トワークの「回廊」の形成をめざしながら、自然や人々の絆を大切に、都市との交流の促進、農
林水産業、ものづくり産業、観光やニューツーリズム振興等に取り組みます。

＜目標像＞
　日本有数の清流を誇る由良川流域に点在する日本の原風景ともいうべき里山の保全・再生や、日本
人の生活文化を象徴する豊かな里山文化の振興が図られるとともに、里山をつなぐ美しい回廊が形成
され、交流人口が増加していること

＜重点事業＞
○里山の景観保全と体験交流拠点づくり
　優れた景観を有する里山の保全を図るとともに、里山を訪れる人々が里山の生活文化を体感するこ
とができるように、農家民宿、農家レストラン等の開設や農業体験旅行者の誘致等を積極的に支援
○里山を結ぶ由良川回廊自転車道の整備
　全国の自転車愛好家がこの地を訪れ、由良川流域に点在する美しい里山の景色を眺めながらサイク
リングを楽しむことができるように、全長100ｋｍに及ぶ自転車回廊を由良川沿い等に整備
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６  京都丹波「食と森の交流の都」構想

　芦生原生林や里山等の豊かな自然や丹波黒大豆や京野菜、丹波くりのような京の食文化を支え
る高品質な農林畜産物等の豊富な地域資源を総合的にいかして、これまでの都市・農村交流の取
組を更に促進し、交流人口の拡大や京都丹波産農林畜産物の生産・販売拡大による地域の活性化
をめざします。

＜目標像＞
　丹波黒大豆や京野菜、丹波くりに代表される山や里の恵み、豊かな自然、伝統文化等の地域資源を
いかし、教育体験旅行をはじめとして、農家民宿、農家レストラン、クラインガルテンの開設等が進み、
都市・農村交流の一大拠点となっていること

＜重点事業＞
○京の食と森・体感ツーリズムの郷づくり
　京の食文化を支えてきた京野菜や丹波ブランド産品の収穫体験等を行う修学旅行や農家民宿滞在旅
行を、京阪神で初となる教育体験旅行受入法人の設立支援や地域ぐるみのおもてなし教育により拡大
し、京の食と森が体感できるツーリズムの郷を形成
○京都丹波の森の恵みの保全と活用
　大都市近郊に残された貴重な天然林「芦生の森」など、平安京造営にも利用された歴史の深い京都
丹波の森林について、森の機能の保全や木材・木質バイオマスの利用、森の恵みをいかした自然体験
観光等を大学等と連携して推進

７  新京都伝統工芸ビレッジ構想

　民間の活力をいかし、平成24年４月に開学した京都美術工芸大学や京都新光悦村に立地する企
業等の産学連携等を進め、京都丹波地域に、人づくりからものづくりまでを担う伝統工芸の新し
い拠点を形成します。

＜目標像＞
　京都新光悦村の全体が、企業の生産拠点や販売・体験施設、芸術家や職人の工房等で埋まり、伝統
工芸の匠の技とハイテクの融合により、新しいタイプの製品等が生み出され、国内外から訪れる多く
の観光客でにぎわうとともに、京都新光悦村や京都美術工芸大学を核として、海外の作家やデザイナー
等との交流事業が盛んに行われ、国際的な工芸村を形成していること
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＜重点事業＞
○文化財修復の一大拠点づくり
　日本文化財保存修復センター（仮称）を中心として、周辺に関係企業や職人の工房等の立地・集積
を図るとともに、修復作業を行う現場等を公開し観光客誘致を進めるなど、日本の文化首都である京
都ならではの文化財修復の一大拠点を構築
○芸術家・職人の工房の郷づくり
　京都新光悦村を中心に内外に芸術家や職人工房の集積を促進し、地域全体として国際的な工芸村を
形成するとともに、文化財修復はもとより新しい作品や製品づくり、国内外の作家・デザイナー等と
の交流事業等を推進

８  北山文化環境ゾーン構想

　北山地域において、国際京都学センターを新たに設置する新総合資料館（仮称）、教養教育共同
化施設、府立植物園を核として、府民の憩いの場であるとともに、文化・環境・学術の新たな交流・
発信拠点となるゾーンを形成します。

＜目標像＞
　国際京都学センターや新総合資料館（仮称）、教養教育共同化施設、府立植物園等の府民開放型施設
等に、多くの府民が気軽に立ち寄り、豊かな自然の中で、文化、学術、芸術に親しむことのできる新
しい交流・発信拠点を形成していること

＜重点事業＞
○府民に開かれた新しい文化・学術ゾーンの形成
　国際京都学センター、新総合資料館（仮称）を新たに建設・整備し、平成26年に設立した教養教育
共同化施設など既存の府立植物園、京都コンサートホール等とも相まって、多様な文化・学術施設が
集積する府民に開かれた文化・学術ゾーンを形成
○府民と一体となった文化・学術の振興
　新総合資料館（仮称）等の施設整備と並行して、府民ぐるみの「京都学」研究のしくみづくりや、
府民向けの文化・学術講座、イベント等の体系的な開催等を進め、府民と一体となって文化・学術を
振興

９  京都クロスメディアパーク構想

　太秦地域に映画制作・編集・配信等の技術開発や、コンテンツ系ベンチャーの育成支援、国際交流、
観光振興、人材育成等の機能をあわせ持つ一大メディア産業拠点を形成します。



114

中
期
計
画    

京
都
力
の
発
揮

＜目標像＞
　映画・アニメ・ゲームなどクロスメディア分野の企業が数多く集積し、世界の市場の中で、京都が
独自のマーケットを確立するとともに、エリア内では、国内外から多くのクリエイターが集い、メディ
ア間の交流により新しいコンテンツが生み出され、世界に発信されていること

＜重点事業＞
○クロスメディア・クリエイティブセンターの整備
　国内外から、映画・アニメ・ゲーム等のクロスメディア分野のクリエイターが集い、交流しながら
新たなコンテンツづくりを行う拠点となるクロスメディア・クリエイティブセンターを整備し、ビジ
ネス化を支援する「コンテンツ・ビジネスセンター（仮称）」を運営
○クロスメディアネットワークの構築と世界への発信
　クロスメディア産業が集積した東京、札幌、福岡など他地域とも緊密なネットワークを構築し、連
携した取組を推進するとともに、「ＫＹＯＴＯ　ＣＭＥＸ」等の開催を通じて、わが国の優れたコンテ
ンツ産業を世界に発信

10  知恵産業首都構想

　次代を切りひらく産業イノベーションをリードする「京都産業育成コンソーシアム」を創設し、
知恵を集め、知恵を学び、知恵をいかす中小企業が元気に世界で活躍する知恵産業のまち・京都
を形成します。

＜目標像＞
　中小企業をはじめとする多くの京都企業が、独自のオンリーワン技術に磨きをかけ、オンリーワン
製品を創造したり、業界・業種を超えたコラボレーションにより、現代のライフスタイルに適合した
新しいサービスを提案するなど、京都産業全体で「知恵」をいかしたビジネスが実践されていること

＜重点事業＞
○中小企業の知恵の経営を総合的に支援する拠点の整備
　知恵を最大の資源として発展を遂げてきた京都経済の百年の計として、オール京都の持てる資源を
総動員して中小企業の知恵の経営を総合的に支援する拠点を整備
○エコノミック・ガーデニングによる中小企業支援
　知恵をいかすことにより今後の成長が見込まれる「生活文化産業」、「イノベーション型産業」、「匠
の技産業」、「ミーティング産業」等に対し、エコノミック・ガーデニングの手法により中小企業のニー
ズに応じてきめ細かく支援
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11  京都乙訓ダイナミックシティーズ構想

　京都市に隣接し、竹をはじめとする豊かな自然や優れた歴史文化資産、世界的な先端企業の立
地に恵まれるとともに、京都第二外環状道路（にそと）・京都縦貫自動車道の開通等により、府域
の東西南北を結ぶ新たな交通の要衝地になりつつある乙訓地域に、観光、産業等の高次都市機能
が集積し、向日市・長岡京市・大山崎町の都市連携により、京都府の新たな成長核としてダイナミッ
クに発展する圏域を創出します。

＜目標像＞ 
　淀川三川合流地や西山の竹林、洛西散策の森等の自然、長岡京跡や大山崎山荘等の歴史文化資産、世
界有数の先端企業、キリンビール京都工場跡地の大規模商業施設、向日町競輪場、激辛食で有名な商
店街など、この地にある多様性に富んだ地域資源が有機的に連結され、観光やビジネス等で多くの人々
が行き交い、躍動感あふれる都市圏が形成されていること

＜重点事業＞ 
○「若竹」産業創造プロジェクトの推進
　世界的なものづくり企業の集積等をいかし、伸びゆく若竹のごとく、新しい産業の創出を図るとと
もに、８種類の竹垣が整然と連なる「竹の径」や日本最高峰の良質なタケノコなど、乙訓地域の誇る「竹」
資源を有効に活用し、観光スポットとしての整備やタケノコの６次産業化、竹炭等バイオマスへの活
用やモデルフォレスト運動など、多彩な「竹」関連プロジェクトを展開
○多目的型ニューツーリズムの創造
　有名寺社や西山の竹林、大山崎山荘等の歴史文化資産、激辛食等のユニークな商店街、世界に冠た
るものづくり企業の集積など、乙訓地域ならではの多様な観光資源を活用し、南丹地域や京都市西部
地域ともネットワーク化を図りながら、京都の西の玄関口・乙訓地域を中心に、多目的型の新しいツー
リズムを創造

12  宇治茶の郷づくり構想

　日本を代表するブランドである宇治茶を核として、ＪＲ奈良線の複線化とタイアップしながら、
観光振興、ブランド農産物輸出、集客ビジネスなどを一体的に推進します。

＜目標像＞
　宇治茶の歴史、文化、おいしさ、効能等が国内外に浸透し高く評価され、生産が拡大することによ
り茶農家の所得が向上するとともに、おいしいお茶とお茶の文化を堪能できるイベントにより「お茶
のまち」としてのイメージが全国で定着し、多くの観光客でにぎわっていること
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＜重点事業＞
○宇治茶の世界文化遺産への登録をめざした展開
　世界文化遺産への登録をめざし、優れた茶畑等の景観を保全・整備するとともに、宇治茶の歴史・文化、
おいしさ等の魅力、おいしい味わい方の提案等を世界に向けて発信していくため、宇治茶の伝道師の
活動支援や、宇治茶ファンづくりに向けたイベント等を積極的に展開
○宇治茶の生産振興と宇治茶を活かした観光のまちづくり
　茶畑の基盤整備等により宇治茶の生産振興を図るとともに、茶畑等の美しい景観や宇治茶カフェを
巡るツアーの造成、宇治茶を使用したスイーツや機能性食品の開発・販売・提供、宇治茶関連グッズ
の製造・販売など、宇治茶づくしのコンセプトによる観光のまちづくりを推進

13  京都イノベーションベルト構想

　地域の企業間の連携を進め、高度な技術と国際的な競争力を備えた製品開発等を重点的に支援
し、京都経済の牽引エリアとしての一層の成長を促進します。

＜目標像＞
　人口当たり日本一の大学設置数を誇る京都の特性を最大限いかし、京都市域から関西文化学術研究
都市に至る地域にベンチャーから中小中堅、大企業まで、絶え間ないイノベーションに取り組むもの
づくり企業が数多く進出・立地し、次代の京都経済・産業を牽引する地域として発展していること

＜重点事業＞
○Ｒ＆Ｄ志向の企業・研究機関の誘致
　世界水準の大学・研究機関やＩＴ関連を中心とした最先端のハイテク企業、独自のものづくり技術
を有する多様な中小企業の集積を更に厚みのあるものにしていくため、日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）
との協定効果もいかしながら、欧米をはじめとする海外のＲ＆Ｄ志向の企業や研究機関を積極的に誘
致
○世界最速時間による基礎研究成果の実用化
　世界に開かれたオープンイノベーション拠点として再生する「けいはんなオープンイノベーション
センター（ＫＩＣＫ）」や、試作産業の産学官連携拠点等をフィールドとして、優れた研究者等が最大
限能力を発揮できるハード・ソフトの研究環境を整備し、基礎研究成果を世界最速時間で実用化

14  学術研究・未来の都構想

　関西文化学術研究都市において、世界レベルの情報や環境、健康（医療）、農業（食）などに関
する科学技術の粋を結集し、科学技術と生活文化が融合した新たな都市を創造します。
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＜目標像＞
　情報、環境・エネルギー、健康・医療等の分野における研究機関等が数多く立地し、最先端の科学
技術やシステムを社会・生活に取り入れた未来都市が形成されているとともに、地域のエネルギー利
用の最適化を図るマネジメントシステムの導入が進み、世界の環境・エネルギー問題の解決に貢献す
るモデルとして国内外に発信されていること

＜重点事業＞
○安心・安全スマートライフ未来都市づくり
　家庭等におけるエネルギーの最適利用システムや健康管理システムなど、ＩＣＴを活用した最先端
のシステムを開発し、関西文化学術研究都市内の各家庭等に実際に配備することにより、次世代のス
マートライフのモデル都市を形成
○学術・文化のオープンイノベーション拠点の構築
　「けいはんなオープンイノベーションセンター（ＫＩＣＫ）」を世界に開かれた学術・文化のオープ
ンイノベーション拠点として再生し、情報、環境・エネルギー、健康・医療等に関する世界水準の研
究開発拠点にしていくとともに、文化財の保管・修復・デジタルアーカイブ拠点としても有効活用

15  環境・アグリバイオパーク構想

　関西文化学術研究都市において、環境・アグリバイオの研究拠点を整備し、関連する研究機関
や研究開発型産業施設が集積する国際研究開発拠点を形成します。

＜目標像＞
　関西文化学術研究都市内に立地する植物工場やバイオ関連の企業・研究機関、京都府立大学や京都
大学の農場等で、アグリバイオを活用した新しい工業材料や医薬品等の研究開発や生産が活発に行わ
れ、日本におけるアグリバイオの一大拠点となっていること

＜重点事業＞
○バイオ関連企業等の集積促進
　京都府立大学の精華農場や次世代エコタイプ植物工場、京都大学大学院農学研究科附属農場など、関
西文化学術研究都市に立地する高度な研究機関におけるアグリバイオ研究を活発化していくため、共
同研究のパートナーとなるバイオ関連企業等の誘致を推進
○世界のグリーンイノベーションの拠点づくり
　大学の農場や植物工場等をフィールドとして、高機能野菜等の付加価値の高い食品づくりや最先端
のアグリバイオ技術を応用した新しい医薬品等の研究開発・生産活動を活発化し、世界的なグリーン
イノベーションの拠点を形成
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　千年以上にわたり都が置かれた京都は、日本の歴史文化の中心地であり、また、今なお国内外
の人々を魅了してやまないのは、北から南までの豊かな自然や長い歴史に磨かれた「本物」のす
ごさがあるからです。この強みを更に活かし、府域の均衡ある発展のためのスケールの大きな交
流を展開します。

◇「海の京都」づくり  （京都の海を活かした取組）

　古代より大陸との交流の窓口として栄えた歴史的背景や交通基盤整備の進捗を活かし、「海」と
いうキーワードのもと、府北部地域が全国有数の競争力のある観光圏となることをめざします。

＜重点事業＞ 

○観光振興戦略拠点の整備（重点整備地区の発信力・集客力の強化）

○戦略拠点間回遊システムの整備（広域周遊ルート等の設定）

○「食」の拠点づくり（魅力ある食・特産品の開発等）

○広域観光プロモーションの展開（知名度向上、観光客増加に向けた取組の推進）

◇「森の京都」づくり  （奥の深い森や里山を活かした取組）

　我々の生命を育む源でもある「森」をテーマにし、森・川・里の織りなす景観や環境・文化・
生活を多面的な角度からとらえ未来に受け継ぐとともに、発信し、多角的に活かす地域となるこ
とをめざします。

＜重点事業＞

○�森の恵みを享受できる仕組みづくり、森や木にまつわる文化・歴史の発信（豊かな森の価値の共有、

戦略的な交流拠点づくり、「森」を中心とする地域資源を活用した観光振興及び情報発信）

○各地域の豊かな資源をつなぐ森・里の回遊システムの整備

○森林資源を活かした循環型の林業の推進

３つの京都プロジェクト
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◇「お茶の京都」づくり  （宇治茶生産の景観を活かした取組）

　我が国で最も長い歴史を有する茶生産地であり、今なお素晴らしい景観を形成し、最高品質の
緑茶を産出する地において、宇治茶をテーマに、お茶生産の美しい景観維持やお茶文化の発信等
を通じ、人やものの交流が盛んな地域となることをめざします。    

＜重点事業＞

○�宇治茶の歴史・文化、魅力を感じる交流エリアの創出・発信（「宇治茶生産の景観」の価値の共有・発信、

戦略的な交流拠点づくり、「宇治茶」を中心とする地域資源を活用した観光振興及び情報発信）

○魅力ある宇治茶の地をつなぐ回遊システムの整備

○宇治茶産業の活性化（宇治茶の生産振興、研究・人材育成、宇治茶の消費拡大）

　特区制度（国家戦略特区、総合特区、構造改革特区）を効果的に活用した地域づくりを進めます。
　特に、京都府全域が地域指定されている国家戦略特区制度を活用し、京都市域から関西文化学
術研究都市に至る京都イノベーションベルト地域等において、国際的な経済活動の拠点形成を推
進します。

特区制度を活用した地域づくり
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● 府民安心の再構築 ●

１  子育て・子育ちの安心

　児童虐待をはじめとする家庭問題について、京都府家庭支援総合センターを核に、専門チーム
による複雑困難事例への対応や家庭復帰支援等の取組を強化します。

【具体的な取組】
◦京都府家庭支援総合センター（東山区）での取組強化

２  学びの安心

　柔軟な教育システムと教育内容を兼ね備えた昼間２部制の府立清明高校を開校するとともに、
義務教育９年間を見通して、複数教員による授業や少人数授業、少人数学級等を学校の状況に応
じて実施できる「子どものための京都式少人数教育」の拡充、好奇心や自ら考え学ぶ意欲をはぐ
くむため、大学と連携した体験授業の充実等を推進します。

【具体的な取組】
◦ 柔軟な教育システムと教育内容を兼ね備えた昼間２部制の府立清明高校の開校（北区）
◦ 京都式少人数教育の拡充（教員配置）
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京都市域主要施策・事業

現状・課題

◦ 京都府は、京都市域において、鴨川をはじめとする河川管理や
府立大学等における高等教育、さらには警察行政、労働行政な
ど、府民生活をしっかりと守り支える行政サービスを提供して
います。また、京都市内には、様々な分野における京都府の中
核的な機関・施設等が数多く集積しています。

◦ 他方、京都府の人口、経済の６割近くを占める京都市は、京都
府の核となる都市であり、歴史と伝統に培われた環境や文化
の力、伝統産業や先端産業の有する洗練された感性や高度な
技術、世界水準の学術研究機能など、京都ならではの優れた資
源を最大限活用して、「もの」から「こころ」へ、「量」から「質」
への時代にふさわしい、新たな成長・発展を遂げることが期待
されています。

◦ こうした中で、京都市域と他の地域が経済、産業、文化、観光等
様々な分野の交流を通じてお互いの発展を支えることにより、
府域全体に良い効果が波及するよう、広域自治体である京都
府には、京都市の発展を多面的に促進しつつ、府域全体の広域
的な調整を図っていくことが求められています。

対応方向

◦ 治安、治水、高等教育、労働等
の分野を中心に、引き続き、府
民の暮らしをしっかりと守り支
えます。

◦ 京都市の発展が府域全体の
活性化になくてはならないと
の広域的な観点に立ち、①府
施設のストックの有効活用、②
府市行政協働パネルを中心に
無駄を省き、役割分担と共同
化の組み合わせで府県と政令
指定都市の協働のモデルづく
り、③広域的な交流基盤整備
や産業振興・雇用対策などの
取組を推進し、市域の発展を
促進しながら、府域全体の活
性化に有機的に結び付けてい
きます。
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◦ 京都大学（左京区）など、京都市内の大学と連携した体験授業や教員養成・研修の充実
◦ 京都数学グランプリ、物理グランプリなどの実施
◦ 京都府立ゼミナールハウス（右京区）での生涯学習拠点事業の推進
◦ 北山文化環境ゾーン（左京区）を生涯学習の拠点と位置付け、京都府立ゼミナールハウス（右京区）

と連携した生涯学習事業の推進

３  働きの安心

　労働者団体や経営者団体をはじめ多くの関係機関や団体と連携・協働し、働く意欲のある府民
の就業を支援します。

【具体的な取組】
◦ 京都ジョブパーク（南区）における就業支援及び生活支援の強化
◦ 京都・陶工高等技術専門校（東山区）における人材育成・確保の推進

４  医療・福祉の安心

　京都府立医科大学の整備・拡充を進め、安定的・先進的な医療サービスを提供するとともに、
京都府保健環境研究所と京都市衛生環境研究所を合築して、保健環境研究所を共同で整備します。
好立地にある「ぶらり嵐山」を有効活用して、障害のある人の社会参画への理解を深めるなど、
交流機会を拡大させます。

【具体的な取組】
◦ 府立医科大学附属病院（上京区）の病棟整備及び緩和ケア病棟に設置する「緩和ケア推進センター」

に緩和ケアチームを創設
◦ がん相談支援センターのがん患者等への相談機能の強化など、総合的ながん対策を推進
◦ 京都府保健環境研究所（伏見区）と京都市衛生環境研究所を合築して、保健環境研究所を共同で整

備
◦「ぶらり嵐山」（右京区）運営への助成

５  長寿の安心

　高齢者の多様な働き方のニーズにこたえ、高齢者の就業機会の拡大を一層進めるため、公益社
団法人京都府シルバー人材センター連合会が進めるシルバー派遣事業や、地域社会に密着した社
会参画の場の提供について、連携・支援します。
　また、公益財団法人京都SKY（スカイ）センターによる高齢者の健康と生きがいづくりの取組
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を支援します。

【具体的な取組】
◦ 公益社団法人京都府シルバー人材センター連合会（中京区）の取組支援
◦ 公益財団法人京都SKY（スカイ）センター（中京区）の取組支援
◦ 「京都地域包括ケア推進機構」構成団体の各専門分野間の連携・協働を促進し、市町村等における

地域包括ケアの創発事業の取組を支援

６  暮らしの安心

　公共施設の耐震強化や洪水・土砂災害対策など事前の災害対策を推進し、災害から府民の生命
や財産を守ります。
　また、治安の核となる警察本部庁舎や警察署及び交番・駐在所の整備並びに警察署等の再編を
図るとともに、子ども・地域安全見守り隊による活動の推進等により、地域の防犯力を向上させ
ます。

【具体的な取組】
◦ 警察署の再編（左京警察署（仮称・左京区）の新設、伏見警察署、山科警察署及び向日町警察署の

管轄変更）
◦ ホテル・病院等の大規模建築物及び住宅の耐震強化
◦ 府立学校の耐震強化（洛東（山科区）、鳥羽（南区）、北嵯峨、北桑田（右京区）、桂（西京区）、東稜（伏

見区））
◦ 鉄道施設の耐震強化（近鉄高架橋（桃山御陵前～向島間）（伏見区）、京阪高架橋（淀～八幡市間）（伏

見区））
◦ 桂川（直轄区間）、鴨川、山科川支川（山科区）などの治水対策の推進
◦ 花尻川（左京区）等の土砂災害対策の推進
◦ 国営附帯府営農地防災（伏見区）
◦ 警察本部庁舎（上京区）、南警察署（南区）の整備
◦ 交番・駐在所の整備（東山区、北区、伏見区）
◦ 七条警察署跡地への運転免許更新センター及び「地域防犯ステーション（仮称）」の整備（下京区）
◦ 交番への「コミュニティルーム」の設置推進及び「府民協働防犯ステーション」の活動充実・強化
◦ 子ども・地域安全見守り隊の活動推進
◦ 地域住民、京都市、京都府警察等が連携し、地域の特性、課題に応じた犯罪防止等に取り組む「世

界一安心安全・おもてなしのまち京都　市民ぐるみ推進運動」の推進
◦ 高齢者の消費者被害の未然防止や消費者教育など消費者対策を充実
◦ 雨水南幹線管渠工事（いろは呑龍トンネル）（南区、西京区）
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● 地域共生の実現 ●

１  人権尊重

　京都の歴史と伝統、特に学術をはじめとする文化の蓄積を基礎に、人権問題について広く世界
的視野に立った総合的な調査、研究を行うことを目的として設立された公益財団法人世界人権問
題研究センターの取組の支援等、関係機関と連携したあらゆる場や機会を通じた人権教育・啓発
の取組等により、人権問題への理解を促進します。

【具体的な取組】
◦ 公益財団法人世界人権問題研究センター（中京区）の取組支援
◦ 国、大学、NPO法人等と連携・協働した「京都ヒューマンフェスタ」等を開催

２  地域力再生

　暮らしやすい魅力的な地域をめざして、府民一人ひとりが考え、地域課題の解決に向けて活動
することを支援し、地域づくりや公共事業等にいかします。

【具体的な取組】
◦ 地域力再生交付金やプロボノ等による地域力再生の推進
◦ ビジネス的手法により地域課題の解決を図る京都地域力ビジネスの推進
◦ 府庁NPOパートナーシップセンター（上京区）において、NPOと行政、NPO相互の協働・連携を

支援
◦ 府民公募型整備事業の推進
◦ 都市住民に対する安らぎと憩いの場（空間）の提供（市民農園、体験農園の開設支援）（伏見区）

３  新たなコミュニティづくり

　多様な世代間の交流、まちなかのにぎわい創出など、地域社会の課題に的確に対応するため、
既存住宅団地の再生支援に取り組みます。

【具体的な取組】
◦ 府営桃山日向団地（伏見区）の建替え、京都府住宅供給公社堀川団地（上京区）の再生支援
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４  男女共同参画

　京都府男女共同参画センターを拠点として、女性相談や男女共同参画に関する情報発信、活動
支援、学習・交流の機会づくりなどを推進するとともに、京都府家庭支援総合センターを核として、
府域全体でドメスティック・バイオレンス被害者の安全な生活を支援します。
　また、京都ジョブパーク・マザーズジョブカフェや京都ワーク・ライフ・バランスセンターの
取り組みを強化します。

【具体的な取組】
◦ 京都府男女共同参画センター（南区）での男女共同参画推進のための取組強化
◦ 京都府家庭支援総合センター（東山区）でのドメスティック・バイオレンス被害者支援等の取組強化
◦ マザーズジョブカフェ（南区）における仕事と子育てを一体化した女性の就業支援の強化
◦ 京都ワーク・ライフ・バランスセンター（南区）内に仕事と出産・育児・介護の両立を支援する相

談窓口を開設するなど取組強化

５  ふるさと定住

　ふるさとに住み続けるために必要な生活基盤を整備するとともに、農山村の暮らしの利便性を
高め、ふるさとの魅力を向上させます。

【具体的な取組】
◦ 里力再生の推進（左京区、右京区）
◦ 野生鳥獣被害に係る総合対策の推進
◦ 農業生産基盤整備（右京区、西京区、伏見区）
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● 京都力の発揮 ●

１  人づくり

　「大学のまち京都」を推進する公益財団法人大学コンソーシアム京都等と連携し、学生自らが企
画運営を行う「京都学生祭典」等を支援します。
　更に、公益財団法人京都府国際センターが公益財団法人京都市国際交流協会と連携して留学生
を支援します。

【具体的な取組】
◦ 京都学生祭典の内容を充実するとともに、新たに「芸術・デザイン学生祭典」を開催
◦ 府立医科大学、府立大学、京都工芸繊維大学による教養教育の共同化、高度化の推進（左京区）
◦ 公益財団法人京都府国際センターによる留学生支援（下京区）

２  環境の「みやこ」

　京都議定書誕生の地として、温室効果ガスの大幅な削減に向けた取組や京都動物愛護センター
の設置・運営を府市協調で進めます。
　また、住民、ＮＰＯ、企業等との連携・協働を進め、良好な河川環境を保全するとともに、鴨
川等の公共空間整備を通じて、流域における水と緑の優れた自然環境を守ります。

【具体的な取組】
◦ 温室効果ガス排出削減対策の推進
◦ 「ＫＹＯＴＯ地球環境の殿堂」及び「京都環境文化学術フォーラム」の推進
◦ 電気自動車等の普及促進
◦ 鴨川公共空間の整備（東山区、下京区、南区、伏見区）
◦ 由良川・桂川上中流域の国定公園化（左京区、右京区）
◦ 嵐山公園（右京区）及び伏見港公園（伏見区）の整備
◦ 西高瀬川（右京区）の環境整備
◦ 外来生物防除対策の推進
◦ 森林病害虫等防除対策の推進
◦ 京都動物愛護センター（南区）の設置・運営
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３  文化創造

　北山地域を拠点として、文化、環境、学術の新たな交流・発信拠点となるゾーンを形成します。
　また、永きにわたって京都に蓄積されてきた文化財等のストックを保存・継承し、発展させます。
　更に、府市協調により、2020年（平成32年）東京オリンピック・パラリンピック開催に合わ
せた「京都文化フェア（仮称）」の開催準備に向けた取組を進めます。

【具体的な取組】
◦ 北山文化環境ゾーン構想（※１）の推進（左京区）
◦ 「国際京都学センター」の設置・運営（左京区）
◦ 「京都国際現代芸術祭」の開催や「琳派400年記念祭」の取組
◦ 府立大学に和食の高等教育機関の設置（左京区）
◦ 「京都アートフリーマーケット」の開催（中京区）
◦ 伝統伎芸振興支援助成（上京区、中京区、東山区）
◦ 祇園祭山鉾懸装品の新調（中京区、下京区）
◦ 歴史的建造物等の保存伝承（左京区、上京区、東山区、右京区）
◦ まちかど美術館の推進（上京区）
◦ 西京極陸上競技場、横大路運動公園､ 淀川三川合流地域の交流拠点整備支援（西京区、伏見区）
◦ 千年の都・鴨川清流プランの推進（北区、左京区、上京区、中京区、東山区、下京区、南区、伏見区）

※１ 　北山地域において、「国際京都学センター」を新たに設置する「新総合資料館（仮称）」、教養教育共同化施設、
府立植物園を核として、府民の憩いの場であるとともに、文化・環境・学術の新たな交流・発信拠点となるゾー
ンの形成に向けた構想

４  産業革新・中小企業育成

　中小企業下支え融資や新産業創出を府市協調により支援します。
　また、エコ、ライフ、映画・コンテンツ、試作等の次代を担う産業の育成に向けた積極的な支援、
和装・伝統産業の再生・発展に向けた職人の仕事づくりや技術継承、「西陣アート＆クラフトセン
ター」の整備など次代を担う人材育成など産業の基礎づくりとなる施策に積極的に取り組むとと
もに、歴史、伝統、文化、自然、景観、産業など京都ならではの観光振興を推進します。

【具体的な取組】
◦ 中小企業金融対策の推進
◦ 京都産業育成コンソーシアムを活用した支援強化
◦ 京都産学公連携機構による取組強化
◦ 知恵産業首都構想（※２）の推進
◦ 映画・コンテンツ産業の振興
◦ 京都太秦メディアパーク構想（※３）の推進（右京区）
◦ 京都老舗の会と連携し、老舗の力を活用した活動を推進
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◦ 「西陣アート＆クラフトセンター」の整備（上京区）
◦ 伝統産業の生産基盤支援事業の実施
◦ 京もの工芸品産地の振興
◦ 京都総合観光案内所の運営（下京区）
◦ 京都・花灯路の推進（東山区、右京区、西京区）
◦ 京の七夕の推進
◦ 農林水産物や加工品等のブランド化の推進
◦ 北山林業の振興（北区、右京区）

※２ 　次代を切りひらく産業イノベーションをリードする「京都産業育成コンソーシアム」を創設し、知恵を集め、
知恵を学び、知恵をいかす中小企業が元気に世界で活躍する知恵産業のまち・京都の形成に向けた構想

※３ 　太秦地域に映画制作・編集・配信等の技術開発や、コンテンツ系ベンチャーの育成支援、国際交流、観光振
興、人材育成等の機能をあわせ持つ一大メディア産業拠点の形成に向けた構想

５  交流連帯

　鉄道や道路等の交通基盤を整備し、市域の内外の移動に係る利便性を高めます。

【具体的な取組】
◦ 地域鉄道事業者の安全性向上のための設備整備（左京区、中京区）
◦ ＪＲ奈良線の高速化・複線化第２期事業の推進（伏見区）


